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日本海洋工学会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質を損なわないように利用、開発して

ゆく開発工学が対象とする範ちゅうは極めて学際的で広範なものでありま

す。従来は、既存の工学諸分野がそれぞれの専門分野内の海洋工学につい

て学問や技術の進歩を図り、多大の成果を上げてまいりました。

しかし、今後、海洋の調査研究や海洋の利用、開発をさらに実質化し拡

大してゆくには、より深く未知なる環境に踏み込み、より高く、新しい目

標に挑戦してゆくことが必要であり、このためには広範な既存工学分野の

有機的な協力、既存工学分野間にある境界領域の発展、関係の深い先端技

術を取り込むことによる海洋工学の高度化が是非とも必要となります。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、上記の目的に

沿った活動をするために、「海洋工学連絡会」を１９８８年（昭和６３年）

に設立致しました。以来、海洋工学連絡会では、情報交換、学際的課題の

発掘、共同研究をめざして、それぞれの学協会の活動を紹介する３回の活

動報告会、続いて第１回から第１９回までの海洋工学パネルを開催してま

いりました。

そして、平成１１年４月１日より名称を日本海洋工学会と変更し、学協

会を会員とする連合体学会としての体制を明確にし、それまで以上に海洋

工学分野での情報交換、学際的課題の発掘、共同研究の実現につとめ、第

２ｏ回から第３１回までの海洋工学パネルを開催してまいりました。また、

日本の海洋工学に関係の深い学協会に参加を呼びかけ、さらに充実した構

成にしたいと考えています。皆様方の積極的なご支援をお願いします。
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第３２回海洋工学パネル

バネルテーマ：海洋性地震ならびに津波への防災技術の確立を目指して

一スマトラ沖地震・津波に学ぶ－

【コンセプト】
2004年１２月ならびに2005年３月と続いて発生したスマトラ沖地震・津波は、歴代の地震・津波災

害の中でも特筆すべき大きな人的被害をもたらしました。わが国においても、東海、東南海、南海地

震等のＭ８を越えるような巨大地震発生の可能性も想定され、スマトラ沖のような大きな被害を繰り

返さないためにも、対策技術の早急な確立が求められています。パネルでは、このような、巨大地震

および津波に対する防災技術確立を目指すための基本資料として必要となる、地震や津波の現象把握

ならびに当該対応技術の現状を定量的に行うことを目的としています。また、これらを巡るさまざま

な話題を提供することによって、巨大海洋性地震に対するハードソフト両面の防災技術の発展や新た

な展開を加速させることも目指しています。

１．２００４年インド洋津波の被害の特徴と研究課題

今村文彦東北大学大学院工学研究科附属災害制御研究センター

スマトラ沖地震津波による被害はインド洋全域にひろがり､現時点で支社が３０万人を越えると言わ

れる史上最大の災害となった。この災害は、マグニチュード9.0の地震そのものや、それが引き起こ

した地震被害、インド洋全域にわたる津波被害、数百万人に及ぶ被災者への国際救援活動、インド洋

沿岸諸国での復興など、マングローブ・珊瑚などの環境破壊など、長期にわたって総合的に検討すべ

き多くの課題を抱えている。また、先日（３月２８日)、スマトラ島では震源の隣接する地域でマグニ

チュード８．７の巨大地震が連続して多発し、多大な被害を出すと共に復興活動に影響を与えている。

今回、現在まで分かってきた被害の特徴と今後の津波研究の課題を紹介する。

22004年インドネシア・スマトラ島西方沖地匠津波の特性と同様なことが日本列島周辺で起きる可

能性

都司嘉宣東京大学地震研究所

2004年１２月２６日にインドネシア・スマトラ島北部西方沖に発生した地震は、マグニチュード9.0

という超巨大な規模を持っていた。また余震域の広がりから見たこの地震の震源域は南北１，１００ｋｍ

にも及んでいた。地震津波発生の約３週間後、我々の国際津波調査団は最大被災地となったスマトラ

島北端のBandaAche市に１０日間滞在してこの地震津波による浸水や流速、被害の様子について詳細

に調査した。その結果、同市の海岸線から３kmまでの範囲では、ほぼすべての家屋が流出するという

'惨状を示していた。また、スマトラ島西側海岸では標高３９．４ｍの地点にまで海水が遡上し、住民の

９０％以上が死亡するという集落があちこちに見られた｡日本で周期的な発生が知られている海溝型の

巨大地震である南海地震系列の地震にしても、マグニチュードは8.4程度で、地震の長さはせいぜい

300kｍである。今回のインドネシア・スマトラ島地震は、規模、震源域の大きさからみて、南海地震

が６個ほどいっぺんに発生したのに相当する。このような超巨大な地震は日本列島周辺では過去に起

きたことがあっただろうか？また将来も起きることがあるのであろうか？そこで思い当たるの

が・・・・宝永地震(1707)である。

－１－



３．日本の津波予報・観測・通報システムの現状と展望

束田進也気象庁地歴火山部地屡津波監視課

世界でも有数の地震国である我が国は、度重なる津波災害にも襲われてきた。全国沿岸を対象とし

た近地波の予報システムは１９５２年から、遠地津波に対しては１９６０年のチリ地震津波を契機として

1962年から運用、整備されてきた。近地津波に対する津波予報に至までの時間は、観測技術やコンピ

ュータの技術革新とともに短縮されており、当初20分程度かかっていたものが、近年では３分程度を

目指すまでになってきた。本講演では、現在の日本の津波予報、観測、通報システムがどのように整

備されているかについて解説し、今後の展望についても述べる。

討論１

海洋工学関連会議報告

４．津波防波堤を中心とした津波防災技術とその課題

宮田孝史独立行政法人港湾空港技術研究所津波防災研究センター

津波から人命の損失を防ぐためには避難が最も基本的かつ重要な対策であり、これを円滑に進める

ためにハザードマップ等のソフト対策が精力的に進められている。しかし、財産の損失やその後の復

旧・復興を考えれば、物的被害も極力低減したい。そのためには、構造物によるハード対策を考えな

ければならない。インド洋津波に対しても防波堤が津波被害の軽減に寄与していることが明らかにな

っている。本講演では、津波防波堤には津波低減効果に加えて人の避難可能時間を増大させる効果も

ある津波防波堤を中心とした津波防災／減災のためのハード対策についてまとめるとともに、防災に

おけるハード対策技術の課題を概説する。

５．ＧＰＳ津波計illllシステム

寺田幸博日立造船㈱技術研究所生産技術研究室

文部科学省の研究開発補助金を受けて､新しいコンセプトに基づく海面変位の計測方法を開発した。

計測対象の主眼は津波であるが、津波より周期の短い波浪及び周期の長い潮汐まで同じ精度で計測可

能である。この特徴によって、一つの観測機で得られる情報を幅広い防災'情報として活用することが

可能であり、津波防災に必要な正確で迅速な観測結果を発信することができる。

本報では、計狽ﾘ原理から始め、適用しているＧＰＳ測位法や独自開発を行った新測位法について紹

介する。また、これまでの開発の過程で得られた種々の観測データを示す。最後に、環日本、環イン

ド洋への展開を期待する防災システムとしての構想について提言を行う。

Ｓ・高知県の津波防災対策の現状と課題

楠瀬義広高知県危機管理担当理事所管危機管理課

南海地震による高知県の被害は、最大で死者9,600人、津波による死者はその約７割、7,000人と

想定されている。この津波による死者をいかに減ずるかが、本県にとって最も大きな課題である。そ

のため、避難行動へつながる意識啓発、地域での自主防災組織の設立、避難路・避難地の整備、避難

計画やハザードマップの作成、避難訓練などのソフト対策を中心に、これらのソフト対策を補完する

物として、津波を防ぐための開口部対策等のハード対策に取り組んでいる。対策は緒についたばかり

で、特に、津波避難困難地における避難をどうするか、また地震直後の地盤の沈降、隆起に伴う長期

浸水対策など課題は多い。

肘輪２
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挨拶会

日本海洋工学会

会長山崎哲生

皆さんおはようございます。本日は朝早くからお集まり頂きありがとうございます。昨

日の台風の影響をかなり心配していましたが、本日予定どおり開催できることは日本海洋

工学会のメンバーとして非常に幸いであったと考えています。

お手元の資料の入会案内の中程に９つの学協会の名前が並んでいますが、この９つの学

協会を会員とする連合体の学会が日本海洋工学会です。海洋工学関連の学際的な部分の研

究あるいは情報交換を目的として、これまで海洋工学パネルを開催してきましたが、諸先

輩のご尽力により３２回を重ねることができました。

今回は、「海洋性地震ならびに津波への防災技術の確立を目指して－スマトラ沖地震・

津波に学ぶ－」をタイトルとして開催させて頂くこととなりました。私たちがこのパネル

の内容やタイトルを検討する上でいろいろな議論がありました。実際の地震・津波の被害

に遭われた方々に対して、学ぶというような形でパネルを開催するのは不謹慎ではないか

といった意見もありました。ただし、日本でも東海沖地震、東南海沖地震そして南海沖地

震が近い将来に起こることが予想されています。そういったことに備える。それから、ま

た二度とこのようなスマトラ沖地震や津波に相当するような被害が生まれないためにも、

やはり私たち研究者､技術者にできることを考えるスタートラインにしたいという意味で、

犠牲者の方々には謹んで哀悼の意を表わし、このような企画をさせて頂こうという結論に

到りました。まだまだ記憶に新しい災害のため、今日ご講演頂<先生方も状況説明などに

非常に気を使わなければならない部分があるかと思いますが、決して興味本位ではなく、

本当に私たちにできることをこれから考えていく原点としたいと思いますので、参加者の

皆様もその点をご理解頂き、午前中の最後あるいは午後の講演の最後に予定している討論

で可能な限り建設的な意見を出して頂ければありがたいと思います。

今日一日、重たいテーマではありますが、皆様のご協力を得て有意義なパネルにしたい

と思いますでよろしくお願いします。

－３－



2004年インド洋津i皮の被害の特徴と研究課題

今村文彦

東北大学大学院工学研究科附属災害制御研究センター

１．はじめに

スマトラ島沖地震i聿波による#1膳はインド洋全域にひろがり，現B孝点で死者が３０万人を超えると言われる史上最

大の災害となった．この災害は，マグニチュード9.0の地震そのものや，それがひきおこした地震被害，インド洋

全域にわたる津波被害,数百万人に及ぶ被災者への国際救援活重|】,インド洋沿岸諸国での復興など,マングローブ・

珊瑚などの環境破壊など,長期にわたって総合的に検討すべき多くの課題を抱えている.また,先日（３月２８日)，

スマトラ島では震源の隣接するNb域で,Ｍ8.7の巨大地震が連続して発生し，多大な被害を出すと共に復興活重力に影

響を与えている．今回，現在まで分かってきた被害の特徴と今後の津波研究の課題を紹介する．

２．緊急調査とその重要性

災害・事故発生直後に，状況把握，原因解明，被害拡大防止のための緊急調査は不可欠である．ただし，救命活

動が行われている中，外国から例え専門家であっても現地調査を実施することは避けたい．従来，国際津波調査は

災害発生から２週間を目処に現地連絡調整しながら実施している．ただし，今回は，被害の甚大さ，場所によって

復旧作業の早い可能性があり，例外的に１週間を待たずに現地調査を実施した．我が国では，この半年間足らずの

間に，政府の緊急調査団，文科省科研費突発災害調査，振興調整費緊急調査費，士木学会などの各種学会調査団な

どが現地に入っている．一般に調査チームの編成には，津波現象・災害の関連テーマに関心のあるメンバーの他，

調査の経験のある人，社会学・心理学の専門家などから選考する必要がある．

３．スリランカでの主な調査結果

津波来襲状況：津波の浸水高さについて調査した結果を図－１に示す．今回の調査では，浸水域が広大であった

ため，遡上地点まで把握することが難しく，ほとんどの測定値は途中の浸水高である．今回のコロンボからゴール

までの平均高さは，５ｍ程度である事が示される．少10mにも達した地点もあったが，建物,植生，や地形の影響

を受けて,局所的な津波の増幅が見られた.この沿岸での地形は,平坦であり，2-3mの標高を持つ地域が多かった．

そのために，遡上してくる津波が斜面を駆け上がって大きくなる様子は見られない．沖合からほぼ3-5ｍ程度の津

波が来襲し，海面が上昇し，陸域へ流れ込み，そのまま内陸へ流入していったものと思われる．カハワのような地

形は，海岸域で標高が高く，内陸に行く|こって若干低下する傾斜がある．このような場合では，内陸へ浸水してか

らの勾配を下がるにつて重力効果で加速され，流速が増加するものと考えられる．流れが強くなると流体力も増加

する．そのため，内陸であっても大きな流れによる被害が生じていた原因の１つである．

列車事故:今回,ゴール市北部のヒッカドア，カハワでは,９両の列車が被災し千名以上の犠牲を出した(写真１)．

津波第一波が来襲した時に，この列車がたまたまこの付近を通過しており，第一波の来襲により停止した．この第

一波は，陸上で僅かに浸水した程度で被害を出すことはなかった．この周辺の住民も津波来襲の異変を見て，内陸

－４－



側へ避難を開始している．その一部は，停車していた列車の内部へ逃げ込んでいった．列車の車両は，車などと比

較して強固であり，高さもあるために，住民にとっては安全に見えたに違いないしかし，3-40分後（証言によっ

ては15分程度）に来襲した第２波により飲み込まれてしまった．第２波の痕跡は浸水高で５ｍ前後，局所的に10ｍ

に達する場所もあった．車両は大きな破壊を受けることはなかったが，内部に浸水した海水により，ほとんどの乗

客・住民は外ににげ出すことも出来ずに，水死してしまった．一瞬で来襲した津波による悲劇である．第一波で避

難行動を開始したが，その場所が悪く被災したのである．津波の場合，遠い場所よりも高い場所への避難が原則と

なる．
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図－１(a）スリランカ島と調査実施地域（b）合同調査団による津波浸水高・遡上高

罵溌露
幾Ｋ夢，

写真lスリランカ，カハワ地区での被災状況 写真２破壊された住宅

建物破壊：流体力は深水深に比例し，さらに流速の２乗に比例する．さらに，物体に作用する力を考えると，流

れの方向に対してそれが前後で対象かどうかに関係する．対称であると前後で同じ力がかかるのでバランスがとれ，

実質的な力はゼロとなる．従って，ココナッツの木など形状が一見倒れそうに見えるが，細い円柱であるため前後

で流況を大きく変化することがない．その結果，作用流体力は小さく，周辺の建物は破壊されても，このような植

生だけが立っているという光景が各地で見られた．そのため，１階が柱などで構成されているピロティー方式の建

物（高床式住居も含む）は，被害を免れることが多い．この地域での煉瓦造りの家が多く，強度的にはコンクリー

－５－
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卜に劣る．水圧を受けただけでも倒壊しており，さらに，流れが加わると煉瓦の壁などは粉々に破壊された（写真

２)．

侵食：沿岸部，建物周り，橋脚や鉄塔周り，で大規模な侵食または堆積が見られた．上部構造は大丈夫であって

も，基礎部での侵食のために傾斜し'幾能低下が起こっていた．このような砂移動は，押し波だけでなく引き波でも

生じ，衝撃的な力の作用より一方向の流れの継続時間が長いと大きな規模の侵食が生じていた．写真３は一例であ

る．狭い河口に浸入した津波が広い河道内に広がり，大きな渦を形成し，それが線路の基礎を大きく侵食させた．

深さ2m,長さ200m以上,幅20m位の規模であった．なお，アスファルトやコンクリートで被覆していると侵食はな

い．

港湾・漁港での被害：ベルワラ，ヒッカドアおよびでの漁港被害，ゴールでの港湾被害を視察した．前者の漁港

には石積みの防波堤（入り口の絞られた）があり，漁港の護岸もしっかりしている．そのために港内と港外では，

津波の浸水高さに差が生じ，内部での被害軽減に寄与したと思われる．ただし，防波堤そのもの破損し，港内の漁

船が流出し座礁していた．津波の流れが強い場所では，石積みが破壊・移動し，大きな岩塊が何メートルも動いて

いた．ゴール港でも，津波浸水高は５ｍ程度，護岸での侵食，大型作業船の陸上への打ち上げ，港湾建物の１階部

浸水が見られた．漁港も港湾も破壊的な被害を受けていないが，機能は停止しており地域社会への影響は大きい

写真３鉄道基礎の侵食

４．避難できない状況一映像が残したもの

インド洋大津波による大災害で人的被害の拡大理由に，津波警報システムや津波に対する防災意識の欠如が挙げ

られている.今回,タイの観光地などで撮影された映像は種澤的であった.来襲する津波の像を捉えただけでなく，

海岸にいる観光客や住民の姿が記録に残されている．沖から迫り来る津波に気づいていないのか，多くが避難した

り何か行動をおこす事はなかった．「津波」という災害を知らない，津波警報などが発令されていなかったという

状況はあるが，なぜ，沿岸に打ち寄せる津波に気づかなかったのか？または，気づき難かったのか？避難をしよう

という切迫性を感じなかったのか？検証する必要があると思われる．

－６－
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写真４タイ・カオラックで撮影されたビデオの１シーン（タイNATION誌）

まず，沖合に姿を見せる津波は，過去の津波体験者の証言として，ジェット機のような轟音，低い地鳴りのよう

な音，地響き，強い風・突風のような特徴を持っていると報告されている．いずれも津波が侵入する際に生じる現

象で，さまざまな来襲タイプにより大小はあるにせよ，共通している．音に関しては，地震または海震による音，

浜辺での巻き波砕波の音,砕彼の継続による音,強い引き波による流れの音,他の海岸に衝突した際の音,がある．

さらに，段波状の津波が来襲すると，幅の広い壁が猛スピードで打ち寄せることになり，手前にある空気を一気に

押し出し，強い風を生じさせる．明治三陸大津波では，この風により家屋が破壊されたという報告もある．これら

は，人間の持つ五感の中で，聴覚や触覚を刺激することになる．

さらに，人間は，視覚や臭覚を有している．１９９８年パプアニューギニア地震津波の際には，津波の遡上と共に，

強い臭いが報告されているが，他の事例での報告はなく，共通であるとは考え難い一方，視覚は，誰でも異常な

水位上昇や白波を立てて一直線状に来襲する状況は認識できるはずである．ただし，今回のビデオでは，人々は沖

に見える津波の姿を見ている（視覚的に認識している）にも拘わらず，「異常さ」を認知せず，危険回避の行動が

ないのである（写真４)．ここで，沿岸を見る人の位置によって，この認知が大きく変わっている可能性がある．

ホテルや高台から撮影した人々の多くは，津波の長い水平スケールに加え，先端後方にある巨大な海水の塊を確認

しており，「異常さ」を感じている．一方，海岸やピーチに位置している人々は，津波先端が壁となっているため

にその背後が見えない，さらに，沿岸域はパノラマの景色で遠くのものは小さく見える，また，横のスケートが大

きいので鉛直方向の高さが小さく見える，また，最後に高さのスケールになるものが沖にないのでこの程度が分か

らない（カオラックでは唯一巡視船がスケールになった)．このような状況であるので視覚'情報を＋分得ることが

難しいと考えられる．

以上の考察が，今回のインド洋大津波の貴重な映像を通じて出来た．このような津波来襲に伴う「異常さ」を

整理し評価できれば，津波'情報などに取り入れて発信することが出来るのではと思われる．また，警報の内容・デ

ータが不十分であっても，危険を認知して自ら危険を回避できる行動が出来るのではないかと期待される．逆に，

災害時の情報は，いくら正確で詳細なさまざまなＩ情報を提供しても迅速な対応を期待することが出来ない

４．研究課題

今回の大災害を経験して，我が国の津波災害低減のための研究課題を整理した．現在は，衛星画像，航空写真，

などが豊富に入手可能である．現地で得られたさまざまなデータをこれらの画像（地図）の上に，整理し今後の研

究や防災対策の推進に用いられるようにしたい．以下が研究課題である；

●低頻度巨大地震および津波の発生機構の解明

●津波による流れや流体力も考慮した被害推定

－７－

Yamazaki
画像



●がれきなどの漂流物による破壊力増加（船舶・鉄道・車両の流出）・防止策の検討

●陸上や河川への遡上問題

●土砂移動（侵食，堆積）により施設破壊や機能低下の防止

●津波避難ビルの安全Ｉ生確認のための評価方法

●防災施設（防波堤・防潮堤）の詳細な効果の確認

●情報作成，伝達，住民への理解，避難行動までの一連のソフト対応の見直し

誼僻；スリランカ調査は文科省突発災害調査，タイ調査は内閣府・振興調整費緊急調査研究費の補助を受けた．こ

こに記して謁憶を表す．

－８－



2004年インドネシア・スマトラ島西方沖地震津波の特性と

同様のことが日本列島周辺で起きる可能性

都司嘉宣東京大学地震研究所

１．２００４年１２月２６日インドネシア・スマトラ島地震の震源域

２００４年１２月２６日にインドネシア・スマトラ島北部の西方海域に発生した地震は、マグ

ニチュード９．０とされる超巨大な規模を持つものであった｡本震発生の直後に起きた余震分

布の図を見ると、スマトラ島の北部西方沖、北緯３度付近に本震が起きている。余震は本

震の震央位置から南には全く延びず、スマトラ島の北に連なって列島弧をなすニコバル諸

島からアンダマン諸島に沿ってもっぱら北に延びて、アンダマン諸島の北方海域の北端付

近の北緯１４度の海域にまで及んでいる。その余震域の長さは南北約１２００ｋｍの範囲に及

んでいることになる。本震直後に発生する余震は、地震によって滑った面上に分布するか

ら、つまり、今回の地震の本震で滑った断層面の広がり、すなわち震源域が南北１２００ｋｍ

の海域に及んでいたと言うことを意味する。ちなみに、わが国で起きる巨大地震の一つで

ある東海地震の震源のサイズは、最大限に見積もって駿河湾の最奥部から、紀伊半島最南

端の潮岬沖を西限とみて長さ300kｍ程度である。また南海地震の震源にしても、紀伊半島

潮岬沖南東方向に引いた線を東限、高知県足摺岬南方南西方向に引いた線を西限としてせ

いぜい長さ400kｍの海域である。してみると、今回のインドネシア．スマトラ島西方沖地

震の震源は、東海地震の震源を４個分を縦方向に連ねた長さ、南海地震なら３個を連ねた

長さがあることになる。今回のスマトラ島西方沖地震は、わが国屈指の巨大地震である東

海地震や南海地震でさえも及びも付かない、とＩまうもない超巨大地震であったのである。

２．マグニチュード９．０の地震

この地震のマグニチュードは９．０とされた。大正関東震災のマグニチュードが7.9、昭和

２１年南海地震が８．０であるから、今回の地震はこれらの地震よりマグニチュードの数字に

して１．０から1.ｌ大きい｡マグニチュードが１．Ｏ大きいと言うことは地震のエネルギーは３２

倍大きいことを意味する。すなわち、今回の地震はこれらの地震の３０倍から４０倍のエネ

ルギーがあったことを意味する。安政南海地震はＭ8.4と推定されているから、今回の地震

はその８倍であったことになる。震源の長さだけではなく、エネルギーの大きさで見ても

超巨大で、スマトラ島西方沖地震は、安政南海地震が８個同時に起きたのと同じ規模があ

ったことになる。

地球全体として、マグニチュードが９０と同等かこれ以上の地震がどれほどの頻度で起き

ているのかを調べると、表１のようになる。古い時代のマグニチュードを機械観測で得ら

れる地震波の振幅で見積もることはできないので､津波規模から推定したＡbe(1981)の津波

マグニチュード〃ｔで比較してみた。
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西暦年 場所、地震名称津波マグニチュード

Mt

Vblldivia,Ｃｈｎｅ ９．３

k2mclnatka ９.O

Arica,Chile ９.O

Iquique,Ｃｍｅ ９.O

A1eutians ９．３

KamchatlKa ９.O

Aleutiang ９.Ｏ

Ｃｍｅ ９．４

Ａｌａｓｋａ ９．１

Sumatra,Indonesia 9.0

７
１
８
７
６
２
７
０
４
４

３
４
６
７
４
５
５
６
６
０
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表１．地球全体で発生した津波マグニチュードＭt9.0以上の地震

表１によると、津波マグニチュードＭｔが９．０を超えた超巨大地震は、地球全体として１

９世紀に４回、２０世紀に５回起きていたことが分かる。とくに２０世紀の５回は、１９４６年

から1964年までのわずか１８年のうちに集中して起きていることは注目される。こうなっ

た原因ははっきりしないが、Ｍ9.0を超える超巨大地震の発生は、地球全体として連鎖的で

あるらしい。ところで表１によると、超巨大地震が起きているのは、環太平洋に限られ、

しかもその中でも南米チリと、アラスカ、カムチャッカ海域という限られた海域の限定さ

れていることがわかる。それに対して、今回のインドネシア・スマトラ島西方沖地震はイ

ンド洋で起きた地震である。この点から見ても、過去２世紀の地球全体の歴史上になかっ

た異例の出来事であった。

３．常流の津波と射流の津波

この地震の発生の直後から、この地震によって引き起こされた恐るべき大津波の映像が

次々と報道されるようになった。ことに、国際的な保養地として著名なタイ国のプーケッ

トのビデオ映像が何種類か報道され、その中には、沖合からナイヤガラの滝のような「海

水の壁」をなして海岸に接近してくる津波の姿や、海岸に遊ぶ人々をつぎつぎに呑み込ん

でいく津波の映像、さらには海岸で休暇を楽しむ観光客や、土産物屋やホテルの建物に襲

ってくる津波の映像があった。海岸に面して立っているビルに衝突した津波が、ビルの全

面で垂直に激しく跳ね上がっている映像は、この津波による海水の流れが「射流」である

ことを鮮明に示すものであった。水理学の教えるところによれば、水の流れは「常流」と

「射流」に区別される。流れの水深を、、重力加速度をｇとするとき、そこを伝わる長波
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速度,/三万より流れの速度が遅い場合を｢常流｣といい､これより速い場合を｢射流｣とい

う。飛行機の速度が音速を超えると「超音速」の状態になり空気中に衝撃波が発生するが、

「射流」はこの状態になぞらえることができる。風呂場でコンクリートの床面に水道水の

流れの水柱を打ち当てると、水柱が床面とぶつかる点を中心として床面に流れの「菊花模

様」ができることは日常よく見かけるところであろう。この菊花模様の内側が「射流」の

状態であり、外側が「常流」の状態になっている。射流の中では、たとえ水層の厚さは薄

くとも水の流速が速いため、そこに人間や家の柱が立っていると、人間や柱は強い水から

の力を受ける。これに対して、常流の場所では、たとえ水層の厚さは大きくても、そこに

人や柱が立っていてもそれらが受ける衝撃は小さくなる。津波が人や物に打ち当たるとき

の力の強さは、水層の厚さには必ずしも比例しない。むしろ、そのときの海水の流れが「常

流であったか射流であったか」に大きく左右されるのである。そして今回の地震の津波で

は、実は射流の津波と常流の津波の境界線が明瞭に現れたのである。

４．今回の地震の震源位置をプレート・テクトニック巣の立場から見ると

２００５年の正月３ヶ日が明けると、今回の地震の津波が、いまだかって世界史上現れたこ

とのない巨大な被害を起こしたものであることが徐々に明らかになってきた。年末最後の

2004年１２月３１日のニュースでは津波の死者数は２万人ほどと発表されていていたが、年

明け５日、６日と経過するにつれて、その時点までに明らかになった死者総数が急増した。

そうして、１月１０日頃、ついに死者数が２５万人から３０万にも達していたことが明ら

かになってきた。わが国で史上最大の津波被害を出した明治三陸地震津波の死者数約２万

１千人を遙かに突破し、大正関東震災(1923)の約１０万人の約３倍の死者数という、途方も

ない自然災害であったことが明らかとなったのである。

この津波が起きるまで、インド洋は津波のほとんど起きない海と考えられてきた。地球

テクトニックスの立場からも、太平洋における環太平洋の地震帯のようなプレート境界の

プレートの沈み込み線は、インド洋にはほとんど見られない。ただ、列島弧から成るイン

ドネシアのスマトラ島、ジャワ島とそれに連なる小スンダ列島の南側を、列島弧に平行に

走るインド・オーストラリアプレートの沈み込み線・スンダ海溝で起きる海溝型地震のみ

が、インド洋では例外的に津波を引き起こす地震の起きる場所であると考えられてきた。

今回のスマトラ島西方沖地震は、このスンダ海溝の一番西北の端付近で起きた。その意

味では今回の地震は「意外な場所で起きた地震津波」ではない。事実、この海域では、歴

史上にもしばしばローカルな津波を伴う地震が発生してきた。しかしながら、スンダ海溝

とは言ってもこのあたりは、海溝軸の地形が西に行くほどぼやけていき、アンダマン諸島

付近ではもうほとんど明瞭な海溝地形は見られない、そんな場所であった。このような場

所で、前代未聞の破天荒な津波を引き起こす超巨大地震が起きる場所であることは、誰一

人予測できなかったのである。
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津波の被害は、震源に近いインドネシア、タイの海岸だけではなく、インドスリラン

カ、モルジブ、さらにアフリカ東岸のソマリア、タンザニア、マダガスカル、モザンビー

クの諸国にもおよび、おのおのの国で数十人から数万人の死者を出した。この中にあって、

ケニア国の死者わずか２名という数字には驚かされる。この国では、軍がいち早く津波の

来襲と死者の発生を予測して海岸にいた人に避難を呼びかけていた。

５．津波の最大被災地BandaAceh市の調査

２００５年の新年が明けると、さっそくこの未曽有の規模の地震津波の被害現場に入り、被

害・津波浸水高さの調査をするために、国際的な調査団の組織結成と、インドネシア、タ

イ、スリランカ、インドなどの被災国の地震・海岸工学研究者たちと連携作業が始まった。

調査団の中でも、秋田大学の松富英夫先生は、災害発生のわずか４日後の１２月３０日に

はタイ国プーケットとその北のカオラック地区に入りお正月休暇返上で調査を進めた。筆

者は、京都大学防災研究所の河田恵昭教授を代表者とする文部科学省の科研費研究の一端

として、最大被災地となったインドネシア国スマトラ島最北端部のBandaAceh市とその

近郊の調査を実施することとなった。筆者を団長とする調査団は、日本から７人、インド

ネシアから６人、米国から２人、フランスから２人の合計１７人から成る国際調査団であ

った。１月８日頃から出発直前の１５日まで、インターネットによる国内国外の`情報交換が

逼迫集中した。現地は人口２５万のAceh1ilIの州都・BandaAceh市であるが、そのうち５

万人が津波で死亡したと伝えられた（後に同市での死者数は７万に訂正された)。同市に入

る交通手段、調査忠の団員相互の連絡、日本との連絡、調査基地とすべき宿舎の確保、食

料と飲料水の確保、衛生状態、伝染性の風土病、換金と調査費の携行、レンタカーと運転

手の確保、など現地でのようすがほとんど何一つ明らかではない状態で、出発日が来てし

まった。そのうえＡｃｅｈ州はインドネシアからの独立をねらうゲリラであるＧＡＭの組織が

インドネシア政府軍と激しく対立する抗争地域で、外務省の資料でも危険度３とランクさ

れ、立ち入りはなるべく控えるようにと勧告された危険地域であった。

われわれ日本からの７人の調査グループは２００５年１月１７日に成田出発、３日間インド

ネシアの首都Jakartaに滞在して、インドネシア気象庁からの参加者、および米仏の団員

と合流して、１月２０日午前のインドネシアの国内便でBandaAceh市に入った。ここで

市の郊外の非被災地域の農家の民家を借り上げて基地とし、団員を５個の班に分けておの

おの被災現地の調査を開始した。

調査は２９日に終了し､この日Jakartaに戻り、インドネシア気象庁で直後報告会を行い、

われわれ日本からの団員が、ふたたび成田空港の戻ったのは２月１日の早朝であった。

このように、幾多の困難、危険を伴う調査地域であったため、調査に当たっては、携帯

衛星電話を用いて、毎日正午には筆者の属する班であるリーダー班への報告を義務づけた。

また、東大地震研究所・研究室の大学院生・行谷佑一氏へは朝９時、１３時、１８時には

毎日欠かさず安否連絡を行い、彼を通じて文部科学省、外務省へ日々の安全連絡を行った。
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また、その日得た津波浸水高さの成果は、毎夜２０時頃、東京の研究室の行谷氏に連絡し、

ただちに、国際インターネットボードに書き込んで世界中の津波研究者の利用に供した。
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図１．スマトラ島北端部BandaAceh市とその周辺地域

６．BandaAceh市の被害

BandaAceh市は人口約２５万人の都市で、スマトラ島最北端部の海岸に位置する。

そのうち約７万人が津波によって死亡したと報道されている。

】卍

図２．BandaAceh市街地の津波被害範囲

図の範囲は東西、南北とも１０kｍ．青の点線は

津波の浸水限界線。赤の点線は家屋のほとんど

が流失した範囲の限界線。（Kompas紙による）

図２はBandaAceh市の中心市街地の詳細地図である。インドネシアで最大部数を誇る
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Ｋｏｍｐａｓ紙から引用したものである。図の範囲は東西、南北とも１０ｋｍである。青の点線

は津波の浸水限界線を、赤の点線は家屋のほとんどが流失した区域の限界線を示している。

海岸線からおおむね５kｍまで浸水し、おおむね３～4kｍまでの範囲が、津波によってほ

ぼ全戸流失を生じたことになる。市の中央には大モスク（GreatMosque）があり、同市は

このモスクを中心に発展してきた。その北西約５kｍに港があり、ここに港のモスク（正式

名BaiturrahimMosque）がある。この２つのモスクを結ぶ街路は、イスカンダル．ムダ

（IskandarMuda）通りといい、町の発展の軸となってきた街路である。

われわれは、市街地での津波の浸水標高を測定するために、大モスクにもっと近い街路

の起点付近にＡ点、海岸から約１kｍ入ったところに０点と命名した水準点を設定し、さ

らにこの間に約400ｍの間隔でＢ～Ｆの５点の固定水準点を決め､各点の平均海面上の標高

を数度の繰り返し測定によって精密標高値を決定した。津波による海水の到達高さを示す

痕跡（watermark）の標高は、これら７点の基準標高値から側線をのばすことにより測定

した。Ａ点からは大モスクの敷地を経て、北側の川の水面と測定線をつないだ。その結果、

川の水面は大モスクへの再接近点で平均海面より１．０ｍ上昇していることが判明したので、

津波浸水高さの測定はこの)||の両岸沿いにも拡張することができた。

こうして得られた、BandaAceh市における津波浸水標高の分布を、図３、および図４

に示しておく。港付近で１２ｍ余り（BaiturrahimMosqueで12.2ｍ，家屋が全面的に流失

した限界線（図２の赤の点線）付近で６～7ｍ、津波浸水限界付近で4-5ｍであった。港付近

の地盤高さはおおむね１～２ｍぐらいであるから、この付近での地上冠水厚さは10ｍを超

えていたことになる。流失限界付近の標高は３～４ｍほどであるので、このあたりでの地

上冠水厚さは２～３ｍ程であったことが分かる。地上冠水高さは２ｍ以下の場所は大まか

に、図２の赤い点線と青い点線に挟まれた家屋が残った地域に当たっていることが分かる。

Ⅸ目加
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図３．BandaAceh市街地での津波浸水標高
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図４．BandaAceh市街地（上グラフnorthcoast、および西側海岸で

の津波浸水標高

（筆者らのデータにもとづき松山昌史氏く電力中央研究所＞が作図）

ほとんどすべての建物が完全に流失したBandaAceh市の海岸線付近の光景を図５に

示しておく。このあたりは鉄筋コンクリート作りの建物が建ち並ぶ繁栄した港の街路であ

ったが、土台コンクリート床面を残して、その上にあったいっさいのものが流失している

ことが分かる。また海岸線は津波前には直線状であったが、津波によって激しく浸食され、

海岸の陸地が大きくえぐり取られて海域と化している様子が分かる。この場所で唯一残っ

たのは、コンクリート灯台の柱（写真上部左より）であった。

図５．すべての建物が流失したBandaAcehの海岸付近の光景

－１５－

Yamazaki
画像

Yamazaki
画像



図６．BandaAceh市港付近の光景鉄筋の入ったコンクリート

柱も、根本の所から折れている。

７．西海岸の津波被害

BandaAcehの中心市街から約１５ｋｍ南西に進むと、標高１５ｍほどの緩やかな市街地の

鞍部を経て、スマトラ島の西海岸に達する。ここにはLhokonga（ロコンガ）はじめ、５個

ほどの集落があったが、そのうち４個の集落が津波によって完全流失した。図４にこの海

岸での津波浸水高さの分布図を併記したが、こちらの海岸では、津波浸水高さは２５ｍから

30ｍにもたっしていた。１９９３年の北海道南西沖地震の津波では、奥尻島西岸の藻内キャン

プ場付近の谷筋で30.6ｍに達していたのが、この津波で唯一飛び抜けて大きな浸水高を示

した点であるが、今回の津波では、BandaAceh市西方の海岸上では、浸水高さが３０ｍを

超えた場所は、別に珍しくもなくあちこちに存在している。図７にこの強烈な津波の直撃

を受けた、西海岸Lhokonga集落の'惨状の光景を示しておく。この海岸では、津波のとき、

そこに住んでいた住民の全員死亡、という場所があちこちに出現した。

鑿露i蕊霞議霧鑿iiiiil議鍵蕊蕊鷺篝謬霧霧

図７．浸水高さ３０ｍにも達する津波に壊滅したLhokonga村の'惨状
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BandaAceh市から西海岸沿いに南下すると、約200ｋｍ先に、Ａｃｅｈ州第２の都会であ

るムラボー（Meulaboh）に達する。この両都市は西海岸に沿った道路によって結ばれてい

たが、この間には５０カ所以上の場所で川を横断しており、そのおのおのの横断点に橋が

あった。今回の津波では、そのすべての橋が流失したと伝えられている。Lhokonga集落の

南側に第１番目の川があり、ここに架けられていたトラス橋も津波に流失して、自動車に

頼っての調査はこの橋の手前で遮られた。われわれの調査ではここでは渡船によって川を

横断し、その先は徒歩で南下して行った。ただし、調査中２６日にインドネシア軍の手によ

って橋は再建され、この日以後は自動車で南下することができた。この橋から約３ｋｍ南

下したところに、近代的で大規模なセメントエ場があった。津波はこの工場の労働者たち

が住む居住区も、ほとんど何の痕跡も残さず消滅した。付近には大型の船舶が２隻、陸上

に打ち上げられていた（図８)。

図８セメントエ場の北に連なる労働者たちの居住区も

あとかたもなく壊滅した

今回のわれわれの調査で､－番浸水高さが大きかったのはこのセメント工場の約700ｍ北

にあたる、谷筋であった。その場所の光景を図９に示す。この谷の出口の海岸平野部には

大型の船舶が陸上に打ち上げられていた。写真には、津波来襲前には海岸線にまで迫って

いた緑の林が、津波のために浸水限界まですっかり洗い去られて、表土あるいは、基盤岩

が露出している様子を見て取ることができる。写真中央の谷筋に上がった海水の最終到達
点の標高は34.9ｍに達した。

写真１１は、セメント工場の約1.5kｍ南方に位置するやはり津波によって激しい浸食を
受けた谷筋の光景である。ここでの津波浸水高さは、斜面をよじ登って測定した結果27.9ｍ

であることが判明した。写真中央すこし左寄りに人間が１人映っていることに注意。映っ

ているのは、共同研究者の一人、インドネシア気象庁のニョーマン氏であるが、津波の巨

大さの人間の絶望的な小ささに注目されたい。このように３０ｍにも達するような巨大な
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津波の来襲を受けた海岸では、

理解できるであろう。

人間が生き残ることすらほとんど絶望的であることがよく

セメント工場の北約700ｍ図１０浸水高さ標高34.9ｍを示した谷筋、セメント工場の北約７

に位置する。津波来襲前には海岸線にまで迫っていた緑の林は、

津波のために浸水限界まですっかり洗い去られて、表土あるいは、

基盤岩が露出している。写真中央の谷筋に上がった海水の最終到

達点の標高は34.9ｍに達した。

図１１セメントエ場南方約１ｋｍの谷筋の光景

津波の駆け上がった線まで林の木々がきれいに洗い去られ

ている様子が見える。ここでの浸水標高は27.9ｍ・中央少し

し左寄りに人間が１人映っていることに注意。人間のスケー

ルと津波の浸水高さを対比してほしい。
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９．我が国で今回のインドネシア・スマトラ島西方沖地震津波のようなことが起きる可能

性はあるか？

今回のスマトラ島西方沖地震の津波が、全世界の歴史にも全く前例のない巨大な災害で

あることが明らかになるにつれて、筆者は報道関係者からしばしば、「今回のような出来事

は、日本でも起きる可能性があるのですか？」という質問を受けるようになった。この質

問に正確に答えるためには、この質問をした人も明白には把握していないかもしれない点

を明確にしておく必要がある。すなわち、「今回のような」とは何を意味するのであろうか？

もったいぶらずに率直に書くと、それは次のようなこととなろう。

（１）震源域の長さが、およそ１０００ｋｍにも及ぶ、巨大なものであること。

（２）断層面上野滑り量が１５ｍかそれ以上にも達し、沿岸に巨大な津波が襲うこと。

これで思い出すのは、１９６０年のチリ津波の地震であろう。その震源の大きさは優に７００

ｋｍを超え、チリの沿岸では３０ｍ以上の浸水高さを記録したばかりか、太平洋を横断し

て日本列島にも死者・行方不明１４２人という大きな津波被害をだした、この事例こそ今回

のスマトラ島西方沖地震に匹敵するものであろう。しかし、この事例は日本に津波被害を

もたらしたとは言っても、日本の事例ではなく、南米チリ国の事例である。

まず、上記（１）の条件から言うと、明らかにしばしば話題になる東海地震や南海地震

では役不足だと言うことである。すなわち、東海地震の震源の長さは最大で300ｋｍ南海

地震のそれのせいぜい４００ｋｍからである。したがって､昭和２１年(1946)の南海地震(Ｍ8.0)、

幕末の安政東海地震（１８５４年１２月２３日、Ｍ8.4）やその翌日（１２月２４日）に起きた安

政南海地震を以てしてもまだ及ばない。よく知られているように、東海地震と南海地震は

わずかな期間を隔てて引き続いて起きる傾向がある。そのペアはおおむね１００年ぐらいの

間隔で起きていることが知られている。

〃
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図１２歴代の東海地震と南海地震東海地震と南海地震は連動する傾向がある
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たとえば、東海地震の一つである昭和１９年(1944)東南海地震の約２年後に昭和２１年
(1946)南海地震が起きている。また、幕末の安政東海地震(1854年１２月２３日)の次の日、
その約３２時間後に安政南海地震（同２４日）が起きている。宝永地震(1707)は東海地震と
南海地震とが同時に起きたものである。さらに、平安時代の嘉保東海地震(1096)の３年後に
康和南海地震(1099)が起きた。

図１３宝永地震(1707)は東海地震と南海地震が同時に起きた事例である

ここで注目されるのは、１７０７年の宝永地震である。この地震は東海地震と南海地震が同

時に起きたものである。図ｌ３のように、宝永地震の震源域は東海地震の３００ｋｍと南海地

震の400ｋｍを併せた700ｋｍの海域に達している。また、津波の規模も、単に東海地震と

南海地震が単独で起きたものを足し併せただけのものではなく、その和を遙かに上回る規

模があった。
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安政南海地震(1854)、および宝永地震図１４昭和２１年南海地震(1946)、

（1707)の津波浸水高の比較
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すなわち、東海地震と南海地震が同時に起きたと考えられる複合地震である宝永地震
(1707)こそが、規模はやや小さいながら今回のインドネシア・スマトラ島西方沖地震によう

やく比べることのできる超巨大地震であった、と考えられるのである。

それでは、宝永地震のような東海・南海の複合型の超巨大地震は、いったい何年に一度

の出来事と考えられるのであろうか？それに答えてくれるのが、四国の室戸岬の段丘であ

る。以下、前杢(1999)にしたがって、その議論を述べておこう。

昭和２１年南海地震によって室戸岬の先端部海岸は一時的に1.2ｍほど隆起したが、その

本震後２，３年後には３０ｃｍほど戻して、結局永年的には９０ｃｍほどの隆起量が残った。安

政南海地震(1854)のときにも約1.4ｍほどの隆起があったことが古記録から知られているが、

やはり永年的には１ｍほどの隆起が残ったと考えるべきであろう。ところで、南海地震は

おおむね１００年間隔で起きているのであるが、この間に室戸岬は１年あたりおよそ７ｍｍ

ぐらいの割合で沈降を続けていることが知られている。してみると、昭和２１年(1946)によ

って0.9ｍほど生じた永年的隆起量も、次の南海地震を迎えるまでの約１００年のうちに、お

よそほとんどすべてが解消されて、結果的には段丘は形成されないことになってしまう。

安政南海地震(1854)によっても段丘は形成されないであろう。しかし宝永地震(1707)のさい

には、室戸岬はおよそ2.4ｍほども隆起したことが古記録によって知られている。これだけ

の隆起があると、たとえその次の１００年間１年あたり７ｍｍずつ解消しても段丘は残る。

すなわち､宝永地震(1707)のような複合型超巨大地震が起きると室戸岬に段丘が形成されて

永久的にそれが残されるのである。
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図１５室戸岬の段丘と、各段丘の形成年代（前杢、1999）による

前杢(1999)は、室戸岬の段丘面を調査し、かつ各段丘面上に残された生物痕跡にＣ１４年

代測定法を適用することによって図１５の様な段丘形成史の図表を得た。これによると、最

下段の段丘は今から３００年ほど前に形成され、その上の段は西暦１２００年頃、その前は西暦

900年頃前に形成されたと読める。最近の２０００年間に形成された段丘はこの３つのみであ

る。われわれは当然、３００年ほど前に形成された最下段の段丘とは宝永地震(1707)による
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ものであることを了解することができる。さらにまた、宝永地震と同じような複合型超巨

大地震はどうやら最近２０００年間に３度起きたらしいことを了解することができる。南海地

震がおよそ１００年に１度の現象であれば、２０００年間に２０回ほどの南海地震が起きている

はずである。その２０回のうち３回が、宝永地震に匹敵する超巨大地震であった。

以上の推論から、この節の最初のジャーナリスト氏の質問にどうやら答えることができ

る。すなわち、「今回のインドネシア・スマトラ島西方沖地震に匹敵する地震は過去に起き

たことがある。１７０７年の宝永地震が、やや小規模ながらその一つと考えることができる。

そうして、宝永地震を含めて、２０００年に３回ぐらい、同じような規模の複合型超巨大地震

が起きたと推定されるのである」と。
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日本の津波観測･予報･伝達システムの現状と展望

束田進也

気象庁地震火山部地震津波監視課

１．はじめに

ｎ３１２ｄ８ＣＵ５，翼ｳ１０１⑪SOD１i受ﾘｆＭ)１０１ｍ：（

窪
世界でも有数の地震国である我が国は、度重

なる津波災害にも襲われてきた（図ｌ）。気象

庁は、全国沿岸を対象とした近地津波の予報シ

ステムを1952年から、また’960年のチリ地震

津波を契機として、遠地津波の予報システムを

1962年から整備、運用してきている。近地津波

に関して、地震発生から津波予報に至るまでの

時間は、観狽Ｉ技術やコンピュータの技術革新と

ともに徐々に短縮されてきており、当初２０分

程度かかっていたものが、近年では最速３分程

度を目指すまでになってきた。本稿では、現在

の日本の津波観測、予報、伝達システムがどの

ように整備されているかについて解説し、今後

の展望についても述べる。

Ⅲ
一
面

おける近地被害津波（1896～2004）日本に図１

２．津波予報の仕組み－観測・予報・伝達体制一

(1)なぜ地震津波監視課なのだろう？

津波とは、地震の断層運動に伴う海底地形の変動や火山噴火に伴う山体崩壊、海底地すべり等によって、

水塊が急激かつ大規模に移動することで発生する、波長の長い（数１０km～）海水の波動現象である。水深

の深い外洋においては波高はたかだか数ｍに満たない程度だが、水深が浅くなるにつれ波高が高くなり、

特に港や湾では波高は増幅されて、波高が数１０ｍに達する場合もある。津（＝港）波と呼ばれるのはこの

ためである（TSUNAMIは国際語となっている)。これに加え、津波は通常の波浪とは異なって波長が長いた

め、長時間にわたって水位が変化せず、その結果、大規模な災害が生じる。

我が国では、津波は地震や火山活動とともに主要な自然災害の一つとして恐れられてきた。１７９２年の雲仙

普賢岳噴火に伴う地震では眉山が崩壊し、島原大変肥後迷惑と呼ばれる津波によって１５，０００人以上、１８９６

年の明治三陸津波では２０，０００人以上の死者・行方不明者が出ている。１９８３年の日本海中部地震、１９９３年

の北海道南西沖地震、そして２００４年に発生したスマトラ西方沖地震による津波は、その衝撃的な映像とと

もにご記憶なさっている方も多いと思う。
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津波の原因としてもっとも頻度が多いのは地震である。我々の所属する部署名は地震津波監視課であるが、
これは、単に地震によって津波が励起されることが多いのだから両方監視するべきであるというニーズそ
のものの他に、作業手順が

ａ、伝播状況（津波の高さ、到達予想時刻）は、初期の海面変動さえ与えれば数値計算により予測可能。
ｈその初期の海面変動は、地震の断層運動が推定できれば予測可能。

ｃ・地震波の伝播速度（約7000m/s）は津波の伝播速度（約200m/s）より早いので、この伝播速度の差を
利用して津波の発生可能`性を報知することは、来襲までの時間が短い、沿岸近くで発生する近地津波
には特に有効。

という、科学的に予測可能な手法として確立しているという理由による。このことから、我々は地震と津
波を２４時間３６５日休みなく監視する業務を担っているのである。

(2)地震観測と量的津波予報

前項で、近地津波の防災には地震観測が有効な手法の一つであることを述べた。気象庁では地震活動を監

視し、迅速に津波予報を行うために、全国で約１８０ヶ所に津波地震早期検知網と呼ばれる地震観測点を設

置している（図２)。これらの観測点には、主に震源を決定するために使用する高感度（速度型）地震計

と、大きな地震でも振り切れることなく地震

気象庁地震観測点ＩＩｉ讓震:H三i三］警辮鑪蹴露悪拳裏
地震が発生したときに観測される長周期の

地震波もとらえられるように広帯域地震計

も設置している。地震計からはオンラインで

地震波形データが全国６ケ所（気象庁本庁、

札幌、仙台、大阪、福岡の各管区気象台、お

よび沖縄気象台）の津波予報中枢に送られる。

地震の発生の有無はほぼリアルタイムで監

視されており、地震が発生すると２分程度で

震源やマグニチュードの推定が行われる。そ

の結果、基準以上の大きさの地震（マグニチ

ュード５．５以上）が発生すると津波が発生す

るか否かの評価を行う。なお、これとは別に

霞麿計による震度観測も行っているが、今回図２．気象庁の地震観測点 震度計による震度観測も行っているが、今回

の話題とは直接関係がないので本稿では取

り上げない。

津波を引き起こす可能性のある地震が発生した場合、我々は直ちにその結果、つまり震源やマグニチュー
ドを量的津波予報システムに入力し、津波の到達予想時亥'１や高さを算出する。外洋での津波伝播の様子は

「長波理論」によって数値的に計算することが可能である。この数値計算の初期値、つまり水塊が断層運
動によってどのように移動したかと言う値は、震源とマグニチュードによって推定できる。理想的には、
地震が発生するたびに津波の到達予想時刻や高さを任意の条件で計算できればよいが、この津波伝播の計
算には膨大な時間が必要なため、あらかじめデータベースを作成しておき、それを検索する手法を採って

いる。このデータベースは、過去に発生した地震の断層モデルやプレートの走向を考慮し、震源の深さや
マグニチュードも複数通り仮定して約１０万通りの断層モデルを日本近海で設定し、計算したものである。

断層の傾きは津波の被害が最も大きいと予想される４５度となっている（図３，４)。
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図４仮定した震源から津波の高さと予想至り達時刻を算出図３．津波予報の流れ

(3)津波予報の発表と伝達

前項で述べた量的津波予報処理では、沿岸に２０～30ｋｍ間隔で仮定したポイント毎の到達予想時刻や高さ

を算出する。現在、日本には６６区の津波予報区が設定されている（図５）が、量的津波予報システムでは

地震の震源とマグニチュードを入力することで、津波予報区毎に含まれる上記ポイントの数値を使って津

波予報のグレード（大津波、津波、津波注意)、予想される津波の高さ、さらに、該当予報区内でもっとも

津波の至'|達が早い地点の到達予想時刻を算出し、その結果に基づいて津波予報を発表する（図６)。またこ

の時、津波が来襲すると予想される沿岸の満潮時刻に関する情報も発表する。

譲渡予報

平成１５年９月ＥＢＢＯ４時ＳＢ分気ａ庁地震火山部

乏遁予報をお知らせし丘す

＊水中＊水中＊＊中本＊＊本＊見出し＊＊＊水中＊＊＊＊水本＊＊水本

詮渡守報を発表しました

北海道太平洋沿岸

こ打らの沿岸では、直ちに安全放胆所へ迫遇してください

なお、これ以外に津逓注定兼を発表している沿岸がありユす
＊＊水本＊＊＊＊＊＊水本逮遁予報の本文＊水中本木＊水本＊中本＊＊

津追啓報を発姦した沿岸は次のとおりです

ぐ譲渡＞

＊北海道太平洋沼津東部、＊北海道太平洋沿岸中部

こ打らの沿岸では、直ちに安全な坦所へ逗速してください

逮遮注近報を莞裏した沿岸は次のとおりです

ぐ遼遁注意＞

北海迫太平洋沿岸四部、脊妾県日本海沿岸、青妾県太平洋沿岸、岩手県、
宮城県、恒島県

以下の沿岸（上記の水印で示した沿岸）では直ちに麹遁が来襲すると予想さ
れます

北海迫太平洋沿岸東部、北海道太平洋沿岸中部
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図６津波予報の種類
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予報の種類 解説 発表される津波の高さ

津波警報

湧波注返報
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海いところで3m程度以土の涼ilEが予想されますので、
巌璽に警戒じてください６

；鰯;!｛
商いどころで2m程度の津波が予想されますので、
警戒してください。
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図７．津波予報の伝達

津波予報は、直ちに国の防災機関へ伝達されるとともに、都道府県や警察・消防、海上保安庁、報道機関
にも伝達される。さらに、これらの機関を通じて、住民に対して避難命令（避難勧告．避難指示）を発令

する権限を持っている市町村や、住民・船舶などの個々のユーザーまで`情報が伝達される仕組みとなって

いる（図７)。これらの情報伝達は、単に伝達システムを準備するだけでなく、通信途絶に備えたバックア

ップシステム、通信上の送達確認手l'直、あるいは災害対策基本法や気象業務法、放送法等の法令整備によ

って、発表された津波予報を迅速・確実に住民等に伝達する仕組みが構築されている。

現在、地震の検知から津波予報の発表までは、最速３分以内で作業を終えることを目標としている。地震

学やコンピュータ技術の発展に伴って、当初２０分以上かかっていた津波予報を発表するまでの時間はどん

どん短くなってきている。しかし、この３分という値は、既に科学的限界に近づきつつあるといっても良

い。というのは、地震（断層破壊）現象は、大きな地震であればあるほど一瞬では終わらない。マグニチ

ュード９を超える地震ともなれば断層の長さは1000kｍにも達する。このような場合、断層がずれ終わるま

で５分以上かかると考えられるし、ずれ方も複雑になるだろう。津波予報を出来る限り正確に出そうとす

ると発表までに時間がかかってしまうだろうし、津波予報を出来る限り早く発表しようとすれば、震源や

マグニチュード等の精度が低いまま発表せざるを得なくなってしまう。そう言う意味での限界である。こ

のため我々は、来襲までの余裕の少ない近地津波に対しては出来る限り早く津波予報を出し、その後の詳

しい情報を元に情報内容を更新するという方針を採っている。

(4)津波（潮位）観測

津波予報を発表した以降、我々は津波に対する警戒を呼びかけるために、全国１００ヶ所余り（他機関を含

む）に設置されている検潮所の潮位データを監視し（図８)、各地の検潮所での観測値（津波の第１波の至|｜

達時亥'１とその高さ、押し目|き、最大波の至|I達時刻、その高さの実況値）を津波`情報として発表する。津波

予報は迅速な発表を優先しているため、その後に断層のずれが継続したり、断層のずれ方が変化したりし

て、津波の高さが予報よりも高くなったり低くなったりする場合がある。このような場合には、潮位の実

況データを元に津波予報をグレードアップしたりグレードダウンしたりする。潮位の変化が津波注意報の

発表基準よりも小さくなり、これ以上津波による被害の恐れがなくなったと判断できた場合には津波予報

の解除を行う。
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津波観溌計

図８．（左）潮位観測点と潮位計の種類。（右）２００３年十勝沖地震時の潮位波形

3．津波予報の今後

我が国の津波に対する、国、地方自治体、報道機関、一般市民まで含めた総合的な観測、予報、伝達シス
テムは、世界的に見ても最も整えられていると言っても過言ではない。津波予報の数分の遅れや内容の誤

差等が時として大きなニュースとなるのは、国民の津波に対する防災意識の高さに加え、これら津波予報

に対するニーズの高さ故でもある。しかし、観測と予報という基礎的な部分に限っても、津波予報がさら

なる信頼を得るためへの課題は存在する。

一つは震源決定のさらなる迅速化である。現在震源決定作業は、津波予報の正確さを期すため基本的に人

手による作業が行われている。２００４年２月より気象庁は緊急地震速報の実証試験を開始した。緊急地震速

報とは１～数地点のＰ波初動部分の解析結果を元に震源とマグニチュードを求め、時々刻々内容を更新し

つつ発表するものである（図９)。特異な津波地震や沿岸から200kｍ以上遠い地震等を除いた多くの場合、

最も震源に近い観測点がＰ波を捉えてからｌ～３秒程度でおおよその震源を把握できる。別の言い方をすれ

ば、もはやこの状況では震源決定作業に人は介在できない。この緊急地震速報の結果を、より高い信頼性

の求められる津波予報にどのように活用していくか？という検討を現在行っている。

の観円野

図９緊急地震速報の発表例
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もう一つは、マグニチュードや断層のずれ方の迅速かつ正確な把握である。現在、震源やマグニチュード
決定作業には地震波形を用いてはいるが、実際には地震波形全てではなく、そこから抽出した地震波の到
着時刻や最大振幅値といった「値」に基づく計算を行っている。近年、計算機の処理能力の向上に伴い、
理論波形と観測波形の比較によって、つまり観測された地震波形全てを用いて震源やマグニチュードを求

めるという手法（ＣＭＴ解析）が開発されている。これまで津波予報には直接使えなかった、地震波の長

周期成分データや断層のずれ方も、リアルタイムで津波予報計算に採り入れることが出来ることになるだ

ろう。これによって、より正確な津波予報が行えると考えている（図１０)。

津波予報

<iH3ii

図１０．長周期の地震波形を迅速に解析し、津波至11着前に津波予報内容を更新する。

一方、日本周辺での津波ばかりでなく、２００４年のスマト

ラ西方沖の地震を契機として、遠方で発生する津波（遠地

津波）対策についても重要性が再認識されている。１９６０

年に発生したチリ地震津波によって被害を受けた我が国

は、アメリカのＰＴＷＣ（太平洋津波警報センター）と連携
し､太平洋で発生した津波について国内向けに津波予報の

発表を行っている。これに加えて２００４年度には、北西太
平洋地域に対して日本独自に津波予報を発表するための
システムを構築している（図１１)。この「北西太平洋津波

情報」は、暫定運用を2005年３月２８日に開始した。正式
運用は２００５年１０月の予定である。また、この準備のざな
かにスマトラ西方沖の地震が発生したため､インド洋で正

式な津波警報組織が確立するまでの間､暫定的にインド洋

地域に対して「津波監視,情報」を発表することにし、３月
３１日より提供を開始した（図12)。インド洋津波監視`情報

は､インド洋でマグニチュード６．５以上の地震が発生した

時に、津波発生可能性の有無と伝播時間、津波の観測値の

発表を行う。２００５年７月現在２６カ国が受領している。
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泣液監視情報で泣波伝播予想時Rnを示す沿岸地点夢
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図１２．インド洋津波監視情報の発表範囲

４．最後に

以上、我が国の津波観測、予報、伝達の現状と今後について簡単に紹介した。このようなシステム構築と

ともに、津波の脅威について様々な継承、啓発活動が行われていることは周知のとおりである。しかし、

それでも津波警報が発表されると海岸や港に向かう人々はあとをたたない。海岸で長い時間大きな揺れを

感じた時には、津波警報が発表される前であっても高台に避難することをご記憶にとどめていただければ

幸いである。

本稿中に、我が国のように国、地方自治体、報道機関、一般市民を包含した津波防災システムを運用して

いる国は珍しいと書いたが、実はこれはあまり安心できる話ではないかもしれない。というのは、人間は

指示があると思った途端に考えることを止めてしまいがちだからである。スマトラ西方沖地震でも明らか

なように、時として自然は人間の想像をはるかに超えた災害をもたらすことがある。あるいはシステム系

が複雑になればなるほど何らかの原因でシステムが想定通り動かなくなることもあるかもしれない。我々

個々人が、来るべき地震、津波、火山災害に対して正しい知識を持ち、正しい対策や判断能力を身につけ

ておくことが防災の基本であると考える。
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■午前の部「討論」

●司会（木下）

<お願いします。

いと思います。

私は日本船舶海洋工学会所属の日本海洋工学会運営委員の木下です。よるし
それではこれから午前の討論の部ということで、ご質問ご意見をお伺いした

●永井（港湾空港技術研究所）港湾空港技術研究所の永井でございます。どうも３先生あり
がとうございました。都司先生に最初にお伺いしたいのですが、大きい津波を引き起こす地震
はある程度周期`性があるというお話をされました。その中で北関東沖とか福島沖、あるいは沖
縄沖では自然とエネルギーが抜かれているから大きい津波を引き起こす地震は定期的にはやっ

てこないというお話もありました。確か明和の大津波でしたか、石垣島に非常に大きな津波の

石が打ち上げられているところが私の印象に残っているのです。八重山地方では定期的にああ

いった規模の巨大津波が起こっていると考えるべきなのでしょうか。

●都司八重山の出来事というもの、あの津波に相当する地震のマグニチュードは当然マグニ

チュード８．０を超えているはずですが、そういう地震があったら当然中国側、首里、日本の鹿

児島などで揺れたという記録がなければいけないのです。ところが揺れたという記録は1カ所

しかないのです。首里で揺れたという記録があるのみです。それにしても普通の海の地震で起

きた津波としては揺れの記録が少なすぎるのです。どうもあれは海底の地滑りではないかとい

うことを琉球大学の木村先生等が、大規模な地滑りを起こした跡があるということを指摘して

おられるのです。どうもあれは地震によって誘発されたことは誘発されたのでしょうが、普通

の海での構造的に弾性論で上がった量が計算できて、それによる津波ではなくて、揺れによっ

て地滑りが誘発されて、それによる津波ではないかと考えています。

これは私の感じなのですが、1998年のパプアニューギニアの地震の時に地震の規模の害'１に非

常に大きな津波となって現れました。その他にも特に熱帯地方の津波では、地震の規模の害１１に

津波が大きく現れるということが羽鳥徳太郎先生の論文にも書いてあります。どうも日本列島

周辺の海に対してはマグニチュードを推定し、それによって海底のずれの量が構造的に弾性論

から推定できて、だいだいそれによって推定される津波であることが大部分なのですが、熱帯

地方で起きる地震に対してはさらに海底地滑りが誘発されることが多くて、それによって誘発

された津波は地震の規模から予測されるよりも大きな津波が来るケースが多い。

それともう一つは、1995年のイリアンジャヤの地震の時に気がついたのですが、津波の到達

時刻が予測されるよりももっと早く津波が来た例があるのです。これもまた地震が起きて、そ

の揺れが伝わって、そこで海底地滑りを誘発して、そして津波が起きたということがあるみた

いです｡どうもそういうことは熱帯地方でありがちなのではないかという気がしているのです。

サンゴ礁の地質によって石灰岩層の海底はもろくて地滑りを起こしやすいせいなのか、ある

いは他の要因があるのかよくわかりません。あるいはマリンスノーが厚く堆積して地震の揺れ

が起きたときにそれが滑ってしまい、それにより津波が起きる。そういうことが起きたのでは

ないかという気がするのです。

どうも日本列島周辺で得られて、それによって気象庁が予測しているマグニチュードがわか

ればだいたい津波が予測できます。日本列島周辺に対してはそうなのです。ところが熱帯のほ
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うへいくとそれが合わないことが結構あるのです。だから日本周辺で得られた法則をそのまま
インドネシアに適用しようとすると、インドネシアではそれより早く津波が来る場合がある。

また予測されたより大きな津波が来る場合がまだまだありうると考えなければいけないと思い

ます。津波の発生の方の研究をもっと進めるべき方向ということになります。

●永井ありがとうございました。

●松田（東海大学）東海大学の松田です。今のお話は私も聞きたかったところです。束田先

生のお話しで、最後に日本の近海ではなくて南シナ海とかそちらの方にまで予報を伝えるとい

うことを考えておられるというか、すでにやっておられるのかもしれませんが、その中には今

のような情報は入っているのかないのか、もし入っていないのだとすると誤差ですまないこと

になるのではないかということが心配なのですが。

それに関連して今村先生には、お話にはなかったのですが、私はマングローブに非常に興味

を持っていまして、マングローブの海岸域での津波はどうなんだろうなということを非常に知

りたいのです。南シナ海や東南アジアといったところですとマングローブの沖合は遠浅なので

す。そういうあたりは日本と非常に事情が違うのではないか。津波の場合はどのぐらいまでの

距離を直立壁とみていいのか。直立壁とみておられるのかどうかも私は知らないのですが、そ

の編のところがどれぐらいに効くのだろうか。例えばベトナムですとメコンから出てきた泥域

が１０キロ以上にまで浅瀬を作っています｡そういうところに津波が入った場合にはかなり規模

が違うのではないかと思います。そういうあたりが全部つながっているのではないかと思うの

ですが、日本の津波の力学の情報はそういうあたりにどこまで通用するのかということをお聞

きしたいのです。これは束田先生、今村先生、どちらにもお聞きしたいと思います。

●今村まず私から数値解析の話をさせていただきたいと思います。数値解析も大きく二つ分

かれておりまして、まずは、非常に迅速性を重視する、ちょうど気象庁に採用していただいて

いる線形理論で、今お話に出た直壁にして早く津波の挙動を予測するという方法があります。

どうしても津波は沿岸部の地形の影響を受けますので、遠浅であったり、マングローブがあっ

たり、または構造物があったりしますと、どうしても実際の津波の湖上の高さと直壁で計算さ

れる結果と誤差が出てきます。その誤差をわれわれはある程度認識したうえで、また実は５０

メートルメッシュなり２００メートルメッシュの計算で出てくるたくさんのデータがあるわけで

す。そういうものの平均値を与えたりして、ある程度の代表値として出しております。もう一

方、実際の地形データをより詳しく入れてやる方法もあります。残念ながら計算時間が線形の

ものと比べて１０倍以上違いますので、実際の警報としてはなかなか今は使えません。そこも採

用できればもしかしたらできるだろうと考えています。

そういう意味で、２つの手法に関しては、事前に例えばハザードマップであるとか浸水情報

として解析する部分はできると思います。ただし、今お話の出た植生や建物の効果が本当にど

こまできちんとできているのか、それはまだ検討段階で、今回のようなインドネシアやタイで

見られた被災状況と津波の高さを見ながら検証していきたいと思っています。

●松田（東海大学）１０キロぐらいのスケールだということは、津波のスケールからして考え
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てなくてもいいということですか。

●今村沖合１０キロぐらいの地形効果ですか？

●松田（東海大学）スロープがほとんどフラットな感じだったとしたらです。

●今村浅海部での地形はかなり効きます。沖合で例えば浅いと高くなりまして砕破したり、

分裂したりして実際はかなり効きます。

●束田お答えしますが、今、今村先生がおっしゃったように、われわれ気象庁でやっている

数値計算というのは、例えば海岸の構造物の影響や海岸付近の地形というものを対象にご研究

なさっている方からすると驚くぐらい大まかな見積もりです。あくまでも予報発表に至る速さ

優先だとお考えになっていただきたいと思います。

それからインド洋の津波監視情報に関してですが、１月に神戸で行われた国連世界防災会議

では、にわかに津波の話一色になってしまったのです。国連の機関や各国によるインド洋津波

警報システムについての提案が乱立し、百家争鳴という様子でした。本格的なことを取り決め

るまでには早くても年単位、悪くすると結構かかるでしょうし、その間に何もしないで次の被

災者が出てしまっては現代の科学をまったく使っていないことになるので、われわれはそれま

での問、お節介といわれながらでも暫定的に今わかることで最大限の事をしましょうという意

図で津波監視情報を発表しているのです。したがって、マングローブによる減災効果とか、検

知が難しい海底地滑りの影響を考えたかといわれると、それはまったく考えていないというの

がお答えになります。

●都司一つ付け加えたいのですが､実は1998年にパプアニューギニアで起きた地震による津

波というのは、証言をとってみるとどうしても地震で起きた津波が襲ったという考え方をして

いると時間が合わないことになります。これは地震によって誘発された地滑りによる津波で実

際にはパプアニューギニアで大きな被害が起きたのではないかと今は考えています。

台湾で超音波、海水を伝わってくる音、これの記録にはきちんと地滑りに対応する音波波動

が二、三の点で捉えられたという例があります。もし地滑りが今起きてしまったとしたら、対

策がないことになるわけです。別の測定手段として超音波を測る、水中音波を測るというもの

が考えられます。ハイドロホンを設置していけば海底地滑りによる津波もある程度予測できて

いくようになるのかなと思います。これは地震による予測に比べてまだ取りかかったばかりの

研究なので、あと２０年、３０年時が経たないとそれが実現化していくことにはならないのでは

ないかと思っております。

●今村そういうことで数値計算はある程度限界もあります。初期の問題、あとは沿岸部の地

形とかあります。それを修正するために、午後にお話になるリアルタイムの観測と合わせて、

どんなタイプの津波であってもまずは沖合でキャッチする。また沿岸部で観測データがあれば

その情報をきちんと押さえて途中で修正するとか、そういう組み合わせが必要だと考えていま

す。
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●新宮（日本大学）日本大学海洋建築工学科の新宮です。貴重なお話をありがとうございま
した。今村先生のお話を聞いていて感じたことなのですが、津波が来たときに１階部分にピロ
ティーがあるとうまく波が流せるということで非常にいいなというお話がありました。ただ、
津波が来るのは大部分が大きい地震が発生したときなので、建築構造物から考えるとピロティ
ーがあるというのは１階部分で壊れる可能性が高いということで、そのへんの強度が設定上問

題になってくるのではないかと感じました。

ついでに感じたことなのですが、柱を設計する場合に通常は地震力とか緊張加重のところで

設計するわけですが、津波のことを考えると上流部分と下流部分で丸みをもたせて、根本の部
分でうまく丸みというか、ああいうものをもたせると津波に対しては壊れにくくなるのかなと
いうことを感じています。ちょっとコメントですが、さらにそれに関して何かをいただければ

ありがたいかと思います。

●今村ありがとうございます。建物に関しては私もいろいろ考えはじめさせていただいたば

かりです｡ただ部材の形は経験的にも丸みを帯びると抵抗のＣＤがだいぶん落ちますので力の作

用としてかからない｡そうすると同じ材料でもかなり抵抗を減らしやすいというのは確かです。

最近、ピロティー方式で流れ方向は柱しか見えないのですが、その方向に壁を設けて少しで

も地震に強くする。ただし、逆方向は弱いのでまだまだトレードオフが続きます。あと、建物

はどうしても風はかなり対象としていますが流れを考えて設計した例はないので、やはり沿岸

部はそういうものが必要かなと痛感しているところです。

●小林（三井造船昭島研究所）三井造船昭島研究所の小林です。束田先生にお聞きします。

全国に１８０点ばかり地震計が設置されている中で、ちょっと数えられなかったのですが、海底

地震計が何機かあるのですね。海底地震計がかなり予測精度を上げるだろうと思いますが、現

在海底地震計は何機ぐらいあるのか、海底地震計はなかなか設置が難しいのでしょうが、今後

増やす予定があるのか教えていただけますか。

●束田気象庁に限っていいますと、房総半島沖に４台、東海沖に４台ございます。それが今

の設置点です。それから兵庫県南部地震以降さまざまな機関が設置した海底地震計のデータを

有効利用する、一元的に使用するという機運がございまして、JAMSTECさんが設置した室戸沖

とか十勝沖、あるいは地震研さんが置いている三陸沖とか伊東沖、あるいは防災科学技術研究

所さんが設置した相模沖のものとか､他の機関のデータも一緒に使うようになってきています。

まだ完全には津波予報という意味で即時的に取り込んではいないのですが。今後は東海沖の海

底地震計は設置してからかなり時間が経っていますので更新の計画が出ておりまして、現在の

東海沖の海底地震計に沿う形でもう少し南西側に伸ばした形で､確か５地点だったと思います。

今年度は調査費が出て、来年か再来年あたりで設置しようとしています。なにぶんわれわれの

予算規模からすると値が張るものなので、急に増やしたりという話にはなかなかならないので

すが、現在の状況としてはそういう感じです。

●小林（三井造船昭島研究所）気象庁さん以外も含めて全部で何機あるのでしょうか。
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●束田

（注：

ます゜）

確か１０地点あまりだと思います。これは２０地点ではなくて１０何地点かです。
回答時に私の誤解がありました。正確には気象庁と他機関で合計２５地点に設置してい

●国富（JFE）日本鋼管ＯＢの国富です。先生方にはどの方にもあたるかもしれませんが、津
波が来るということで､さあ逃げなさいとすると､そこでいちばん困るのは住民だと思います。
国民というか市民というか、住民がいちばん困るのではないか。コースタルェリアのところに

逃げる場所があればそこへ逃げればいいし､街の真ん中にピルでもあればそこへも逃げられる。
高い丘があれば高いところへ逃げなさいということはいえると思います。しかしそういうとこ
ろがまったくないところはどこへ逃げなさいといえばいいか。そのうち津波に全部やられるの
ではないかと考えます。

そういうところで私の提案は、国として、円柱形で津波が通過するような構造物をコースタ

ルエリアにはちょっときついかもしれませんが、街の中に数カ所ぐらいは作ったらどうかと思

いました。２階ぐらいまで、１０メートルまではいきませんが５メートルまでの津波だったらそ

の下を通過するような、そこは普段は駐車場ぐらいにして、その上に逃げられるという場所を

作っておくということを決めておけば、住んでいる人もあそこへ行けばいいということがすぐ

わかって助かると思います。ところが現状で先生方がいろいろな監視システムや'情報システム

をいくら早くしようとしても､いちばん困るのは国民ではないかと思います｡それが一つです。

もう一つは、今日本には防潮扉があちこちにできています。三陸沖や三重県の南の方にたく

さんそういう場所があります。付近の人の話によりますと、これは最近の情報からして、先ほ

どのスマトラ沖ではないですが、巨大な津波が来たらこんなものはまったく役立たないという

ことを住民から聞いたことがあります。三陸沖や三重県には山がありますから山へ逃げればい

いのではないかと私は個人的には思いますが、そういうところがまったくないところは国とし

てはっきりさせるべきではないかと思っています。－つ提案みたいなことですが、その辺の考

え方をお聞きしたいと思います。

●都司私なんかがピンと来るのは、まったく逃げるものがないところは九十九里海岸です。

九十九里はどこまでいってもまったく平らな平野で、高いところがまったくないのです。あそ

こは1703年（元禄１６年）に大きな津波が来ています。海岸から３キロぐらいのところに千人

塚や百人塚等があり、この津波の犠牲者を弔った供養碑が建っています。あの海岸だけで津波

で2,000～3,000人死んでいるのです｡今あれと同じことが起きて九十九里に津波が来ると、高

いところがまったくない、まさに今おっしゃったような場所なのです。ところが当時の古文書

を読んでみると、その平野からわずか２，３メートルぐらい高いところにいて助かったというこ

とがあるのです。実際に調べてみると、大勢死んだのだけれど津波の高さ自体は大したことが

ない、典型的な射流の津波であって、少しでも標高が高ければそこは助かっているわけです。

九十九里のように逃げる場所のないところで積極的に鉄筋コンクリートの３階建てや４階建て

以上の津波避難用の施設を作る。あるいはあそこにサンシャインというホテルがありますが、

そういうところは津波の時に逃げていいような協定を結んでおく。すでにあるものは積極的に

協力を願う、お願いをする。まったくないときには意識的に津波を考えて鉄筋のピルでやや高
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いものを作る。それほど高いものは必要ないと思います。津波の時はここへ逃げなさいよとい

う施設を作る必要があると思います。今ピンと来たのはまさに九十九里がそういう海岸であろ

うかと思います。

今とはちょっと別の心配をしているのですが、例えば大阪は安政南海地震（1854）の大地震

のときに３５０人死んでいます。道頓堀や大阪の繁華街の中に結構水の都の堀を伝わって津波が

入ってきたのです。ところが今は当時なかった地下街があるのです。そこに津波が入ってきた

らどうするか。困ったものです。これは意識を高めて逃げなければいけません。ただ幸いにも

大阪の場合は、南海地震が起きてから大阪の街へ津波が来るのに２時間ぐらいの時間のずれが

あります。そこに情報伝達というときに、地下街から逃げるとかあるいは環状線の大正駅みた

いに周りに全部０メートル以下の地帯が広がっていて、そこにいてはいけない、高いところに

逃げなければいけない。ただし２時間の時間があるよということ。こういう場所は南海地震が

起きたときには落ち着いて高いところにとにかく逃げるということを教育していく必要があり

ます。

まだまだ施設の面で、大阪の街はいろいろな施設のあるところですが、基本的には平野であ

って、知恵を働かせて知っていれば助かるけれど、大部分の人にまだ知識がありません。それ

から江戸時代までにはなかったが今は新たに津波の被害が拡大する要因のあるものがたくさん

ある。そういうところはそこに住んでいる住民の方が津波の時にどうするのかということを考

えて、これから先、街をどうやっていくか、いざというときにどうやっていくかということを

改めて考え直さなければいけないと、私も痛感するところです。

●今村二点だけ追加させていただきます。実は地域でそういう避難所がないとか確認してい

る地域がまだまだ少ないのです。昨年の１２月２６日を経験しても、きちんと点検しようとか、

マップを用意しようというところがまだまだ少ないのです。まずは第一歩として、自分が住ん

でいる地域に対して津波がどこまで来ているか、知る必要があります。しかも大切なのは到達

時間なのです。このぐらいの時間に津波が来襲して、避難の所要時間がこれだけだから、これ

だけの余裕がある。じゃあここは大丈夫だという確認作業をぜひとも早く。これがまず第一歩

として大切だと思います。その上でやはりそういう施設が必要なところがありますので、うま

く多目的利用をして作っていくしかないのではないかと思います。

最後は構造物なのですが、これは効果がないことはないのです。完壁に防ぐのは無理な場合

もありますが、構造物があることによってエネルギーはだいぶ低減していますので被害は小さ

くなります。それだけは確実にいえます。

●束田実はちょっと答えが難しいのです。なぜかというと、たまたま私が今日話した話題が

予報の話やできるだけ早く情報を出すというところに集中しているのは、われわれがそういう

ソフトウエア的な仕事に従事しているからであって、おそらく国全体としては津波が来た時に

どこに逃げなさいとか、あるいは避難マークを制定するとか、あるいは避難用の建物を作ると

かいうハードウエア的な計画は別途進められているものと考えていますので、まったくゼロと

いうわけではないのです。

もう一つは、他の先生方の話を聞いて私も思ったのですが、人間というものは本当に物事を

忘れやすいのです。われわれは啓発活動という非常に高邇な言い方をしますが、毎年津波のこ

－３５－



とを知らない新手の人が毎年出てきてなかなか大変です。例えば、実は私の日で確かめたわけ

ではないのでウソをいったら申し訳ないのですが、田老（宮古市）に防潮堤がございますね。

非常に有名な防潮堤ですが、あの外側に最近は家が建っているという話を聞きました。今日の

津波の話や防災の話を聞いたあとで、何度も津波を経験しているところの人々がそんなことを

するはずがないじゃないかと思われるかもしれませんが､実際に人間は生活が便利になるとか、

あと２０年大丈夫だったら別にいいじゃないかという考え方をする例もございますので､われわ

れももう少し啓発活動というものを地道に続けていかなければならないと考えております。お

答えになったかどうかわかりませんが。

●前田（日本大学）日本大学の前田と申します。今村先生と都司先生にお尋ねしたいのは、

ちょっと話がずれるのですけれども津波で災害を受けた後の対策の話です。病院船を使って医

療活動をするというのは考えられることだと思うのですが、今回のスマトラの事例でアメリカ

海軍の病院船がバンダアチェまで来たのに本格的に医療活動をせずにそのまますっと帰ったと

いう話を聞いているので、それが事実かどうか。また、なぜ帰ったのかをもしご存じでしたら

教えていただけるとありがたいというのが－点です。

もう一点は船に関連するのですが、陸上に打ち上げられた写真を見せていただきましたが、

実は海面でも深海の領域ですと船はほとんど津波を感じないのです。たまたま今回は私の友人

のシンガポール大学の先生の一家がバカンスをとってインド洋をヨットで１年間ぐるぐる回っ

ている人がいるのですが、無線でメールのやりとりができるものですから、スマトラ沖地震の

時に大丈夫かという見舞いメールが殺至りしたらしいのです。彼はその時ちょうどマダガスカル

の北側にいまして、そんなことは全然感じなかったというのです。それに対して沿岸近くです

と打ち上げられる危険があるので、陸上だけでなしにハザードマップをプレジャーボート用と

漁船用の海上用にあってしかるべきかという印象を持ちました。その辺りについてのお考えを

併せてお聞かせいただけるとありがたいのですが。

●都司実は海上保安庁水路部、今の情報部が東海地震が起きたとき、あるいは三陸沖地震が

起きたときのマップを作っていまして、それには津波の高さだけではなく、ややくびれた湾の

入口で津波が来た時は海水の速さがどうなるかということ、それから秋田のように材木を水面

貯蔵している時にそこでの流れで材木がどうなるかという、ハザードマップにそういうものを

考慮した情報を出すような図を作成しています。これは海で、特に海岸近くで漁業活動やある

いは材木の水面貯蔵している人たちにとって、津波は高さよりは流れなのです。確かにこれか

ら作成されるハザードマップには津波の流れの速さということを考慮して、どこまで深くいけ

ば津波はほとんど影響を受けないで助かるかということの情報も入れたハザードマップを作成

される必要があると思います。病院船に関しては、私はまったく知りませんでした。

●今村病院船に関しましては私も情報がないのですが、おそらく沿岸部に近づくと津波の影

響がある。まだ余震がずっと続いていましたので、その辺の配慮があったかもしれません。他

の理由は残念ながらわかりません。

海上ハザードマップに関してですが、まさに海上保安庁で検討し始めていますし、われわれ

もただ単に水位とか流速の情報だけではなく、どこの海域だとどのくらいの規模の船に対して
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危険なのか、またどういうタイプの被害が出るのか、この辺りを現在検討させていただいてお

ります。船の被害というのはさまざまなパターンがございまして、流れによって操縦不能とい

うのもありますし、水位の低下によって底をついて座礁し、次の押し波で陸上に打ち上げられ

るとか、現在整理させていただいているので、こういうものを検討したうえで陸域だけではな

くて海上もマップを作ることが本当に必要だと思っています。

●司会（木下）最後の質問にしたいと思いますが、どなたかどうぞ。

●勝井（大成建設）大成建設の勝丼と申します。束田先生にお伺いしたいのですが、スマト

ラの津波が起きた後、日本政府の復興に関する援助の問題がいろいろ新聞にも出ていたのです

が、束田先生の方でやっておられるような津波警報あるいは地震警報といったものに対しても

最初は新聞でだいぶ出ていたように思うのですが、その後その辺がよくわかりませんで、現状

は今どうなっているのか。先ほど北大平洋津波'情報とかおっしゃっていましたけれど、リアル

の`情報を得るためには日本で置いているような地震計や潮位計等が現地にいっぱいなくてはい

けません。たぶんインドネシアにはそんなものはなくて、そういったものをネットワークとし

て日本として援助をやろうという計画があったのか、それとも全然なくなったのか、その辺を

教えていただきたいと思います。

質問のきっかけは５月にJAMSTECで津波に関する発表会があった時に、インドネシアの大学

の先生が日本政府は未だに何もやってくれていないという苦情めいたことを講演会で発表して

いたのを聞いたことによります。その後いろいろと計画はあるけれどもなかなか進まないとい

うところがあるのでしょうが、その辺を教えていただけたらと思います。

●束田残念ながら私は完全に答える能力がございません。というのは、国として観測施設と

か港湾というものにどういう援助なり復興なりをするかということに関して、ほとんどわれわ

れ気象庁は関わっておりません。やっていることは、既存の技術として何が提供できるかとい

うことをやっているだけでして、その後のハードウエア対策、例えば港湾施設を作るとか観測

点を設置するというのは、国としての縦割りの話で申し訳ないのですが、おそらくわれわれで

はないのではないかと思います。もちろん、先ほどお話ししたインド洋津波監視情報等の発表

や被災各国への研修、会議、アセスメント等の種々の協力は既に実施しています。

●今村私は追加情報としてだけ報告させていただきます。まずはインド洋全体、または世界

全体で早期津波警報システムを構築しようということでユネスコが中心となって何回か調整会

議をやっております。まず１月の神戸でそういうものをやろうという話が出まして、３月にパ

リ、４月にモーリシャスと、かなり頻繁にかなり密な議論をしてきました。しかしながら各国

の認識と予算と各国のドネーションの意向の調整がかなり難しくて、次回が来年になります。

ちょっと時間があいてしまいますが、その間にワーキンググループ的なものができて中身に関

しては詰めるところは詰めようという話はしています。これが警報システムの話です。

もう一つは日本政府の援助ですが､私も断片的にしかわからないのですがJICA等が中心とな

ってやっております。やはり地元のニーズに応じた援助をやっているのです。特に日本は地道

な援助が多くて、例えばＧＩＳを整備して今後の復興のために使ってもらうとか、下水処理場の
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建設をやるとか、特に被災国の大学の先生には見えないような援助を確実にやっております。

ただし、ちょっと額はわかりませんが何百億円というものがあって実際に実施されたのはその

何害'１であるという現状があります。それは日本だけではなく、アメリカもヨーロッパも調整に

手間どっています。それだけ混乱している状況があるのです。それが報告です。

●司会（木下）どうもありがとうございました。そろそろ時間になりましたので、本日貴重

で興味深いご講演を頂いた先生方に、皆さんと一緒に拍手をもって御礼をしたいと思います。

ありがとうございました。
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■海洋工学関連会議報告

●司会（野口）私は司会を担当いたします日本建築学会所属で日本海洋工学会運営委員の野

口でございます｡それでは海洋工学関連の会議報告をこれから３０分ほど進めさせていただきま

す。まず第一番目にOMAE報告を長崎総合科学大学の池上先生にお願いします。

●池上皆さんこんにちは。ただ今ご紹介いただきました日本船舶海洋工学会所属の長崎総合

科学大学の池上でございます。国際会議の報告の前にちょっと－つ紹介したいのですが、それ

は造船の新学会の発足ということです。今まで造船関連の学会ということで、日本造船学会、

関西造船協会、西部造船会、この三つの学協会がそれぞれ連携をとって活動していたわけです

が、より今まで以上に学会活動の活性化あるいは効率化を日指して３学協会が統一して活動を

展開していこうということで、今年の６月に日本船舶海洋工学会という新しい学会が発足いた

しました。どうかよろしくお願いしたいと思います。

それでは、私の今日の報告は「OⅢE2005」で、フルネームではInternationalConferenceon

OffshoreMechanicsandArcticEngineeringという会議です。これは毎年開催されていまし

て、今年は６月１２日から１７日にかけてギリシアのHalkidiki（ハルキデイキ）というところ

で開催されました。ハルキディキというのはエーゲ海の一番奥のところの半島でございます。

このハルキディキ半島には三つの細長い半島がさらに突き出しておりまして、その先端に近い

ポルトカラスという、高級ワインで有名なリゾート地で開かれました。テッサロニキというア

テネに次いでギリシア第二の都市から百数十キロ、えらい人里離れた田舎です。マリーナとホ

テル、ゴルフ場があったり、プールがあったり、ワイナリーがあったり、あまり学会の会議を

やるような雰囲気の場所ではなく、金を持ってゆっくり遊ぶのには最高のところだろうなとい

うような場所でした。

会議の内容ですが、まず参加者はトータルで登録参加者が462名、同伴の奥さんたちを入れ

れば500名ぐらいが参加されたのではないかと思います。国別に見ますと、４０カ国から参加し

ていました。アメリカを筆頭にしてベストテンはこんな感じです。アメリカはＡＳＭＥが主催とい

うこともあって大挙して来ていたということです。内訳をみますと、６５機関から各機関１人か

２人という形で、アメリカの幅の広さというか、層の厚さといったことを感じさせるような参

加者の内訳です。２番目がノルウェーで、ここはノルウェーエ科大とＤＮＶから主に来ていまし

た。この中で一番目立ったのがブラジルで４２名と大挙して来ていたのです。その中のほぼ半分

がペトロブラスの人でした。ご存じのようにブラジルの海洋石油開発が非常に活発化している

のですが、それを主導しているのが石油会社のペトロブラスで、そこから２０人近い技術者が参

加していました｡これが今回の参加者としていちばん特徴的なことではなかったかと思います。

会議の内容ですが､シンポジウム１から７までが常設のシンポジウムといいますか､Offshore

TechnologyからPolar＆ArcticSciences＆Technologyまで、この７つの分野については毎

回セッションがもたれていて、それぞれここに書いているような数の論文が発表されました。

今回の技術的な特徴としては、スペシャリテイシンポジウムとして、ＣＦＤａｎｄＶＩＶシンポジ

ウムとＬＮＧシンポジウムの二つがトピックス的に設けられたことです。トータルセッションの

数が１１４で論文が４１４ということで、細かな報告はできかねるところもあるのですが、主要な

シンポジウムについて紹介したいと思います。
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OffshoreTechnologyでは先程ペトロブラスの参加者が非常に多く一番特徴的だったという

話をしましたが、内容的にもＦＰＳＯやRiserTechnologyとか、ブラジルは３，０００メートルの水

深のところまでのFloatingStructureによる石油開発を進めているということもあって、Ｄｅｅｐ

Seaの中での問題、特にＶＩＶも取り上げられたことでもわかりますように、ライザー関連の研

究発表が非常に多かったのが目立ちました。

もう一つが、ペトロブラスは浮体構造物のタイプではモノコラムといって真ん中に径が８０

メートルとか７０メートルとかの円筒状の構造物､言ってみればたらいを少し縦に長くしたよう

な感じの構造物を開発していることです。真ん中にムーンプールが当然あるのですが、そうい

った浮体構造物を利用したFPSＯとかそういったものの開発を盛んに行っているようで､そうい

った関連の発表がございました。特に中国のどこかの造船所では既に少し小型のものを建造し

ているようです。間もなくフィールドでその姿を見るようになるのではないかと思います。そ

ういったことが特徴的でした。

OceanSpaceUtilizationはトータル論文数が１４件ということで、それに会場も非常に狭い

ところで、参加者も日本と韓国が主で、あとオーストラリアから発表がありましたが、それぐ

らいで非常に寂しいことになりつつあります。せっかく日本が中心になって発足させたシンポ

ジウムですので、また盛り上げていかないといけないと思っています。どうぞよろしくお願い

したいと思います。

もう一つはＬＮＧです。最近、ＬＮＧに対する需要が全世界的な広がりをみせているということ

で､タンカーから港湾の設備までのデザイン､テクノロジーという意味ではスロッシングとか、

かなり幅広い分野での研究発表がなされました。また、このシンポジウムではパネルディスカ

ッションもやられて、私は出られなかったのですが、活発な討論がなされたようです。

次回は来年６月４日から９日までドイツで開かれます。スペシヤリテイシンポジウムは、

OffshoreWindEnergyとOceanResearchTechnologyということで、この二つとも日本はかな

り精力的な研究を展開していますので、ぜひ多くの方の参加を期待したいと思います。ちょっ

と長くなりましたが以上です。

●司会（野口）どうもありがとうございました。それでは引き続きましてＯＴＣ関連で、日本

海洋掘削の後藤様よろしくお願いします。

●後藤日本海洋掘削の後藤と申します。今年の５月２日から５日までの４日間、米国ヒュー

ストンで開催されました「OTC2005」の報告をいたしたいと思います。今年のテーマは「Seaof

ResourcesandOceanofKnowledge」で、資源の海と知識の大洋といいますか、宇宙開発以上

に知識が要求されるという意味も含まれているようです。

開催場所はヒューストンの環状線の南側に位置します、ロデオで有名なアストロドームに隣

接する大きなピルのリライアントセンターで行われました。参加者は５１，３２０人、これは８５年

以来の入場者数だそうです。参加企業は2,087社、参加国は世界から１１０カ国、ほとんど世界

中の人が参加したという一種の石油業界のお祭りでした。

展示場はご覧のように長さが500メートル、幅が180メートルぐらいの大きなピルですが、

ここに所狭しと2,000社が展示していまして、わが社が懇意にしている浜中チェーンがこのへ

んにありましたが、約７メートル四方ぐらいのブースで展示費用が１００万円だそうです。結構
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高いですねと申しましたら、やめるとまた、この外にも展示場があり、一回辞めると外から始

めなくてはいけないのだそうです。ピルの中でも最初の頃は端からだんだん中へと、かれこれ

２０年参加しているらしいのですが、だんだんいい場所を提供してくれるという説明で、なかな

かやめられなくなってしまったと申しておりました。全部見るのはそれこそゴルフ場を回るよ

りきつい作業で、この２階にカンファレンスルームがあるのですが、２階とここを行ったり来

たりしてとても４日では見切れないほどの量でした。

石油会社はもとより、われわれコントラクター、造船会社、設計会社、大学も参加していま

した。あと南アフリカやスコットランドは国としても展示ブースがありました。日本からとい

いますか、今は米国法人などもありますので日本から直接行った企業ではないのですが、日本

の企業ではこのようなものが参加していました。ここにいらっしゃる方で、うちも参加してい

たという方がおりましたらご容赦願います。

これは展示ブースの様子ですが、レーシングカーからヘリコプターの実物、掘削機械、防噴

装置や、トップドライブという機械がそのまま展示して置いてあります。各ブースには必ずキ

ャンディー、ボールペンは当たり前でいろいろなお土産がついています。それを集めるだけで

も非常に楽しい展示ブースでした。いたるところにバーやコーヒーショップがあり、ビールや

ワインが飲み放題ではありませんが結構好きなように飲める状態でした。

最近の傾向としてやはり中国の掘削機器メーカーなどが結構展示するようになってきていま

す。これは模型ですが、造船会社からセミサブリグの模型や、ジャッキアップリグとか、大水

深用のアンカーウインチ等が展示されています。

セッションは約５０ありましたが､私が主に興味を持ったのはやはりこれからのウルトラディ

ープウォーター、カナダ東海岸、エキスパンダブルチューブラー、ケーシングドリリング、昨

年のハリケーン・アイバンの被害状況の説明もありました。水深1,500ｍ以上の開発ということ

で、サブシーツリーとかシンセティックロープを使った係留だとかそういう方面です。あとこ

れはガルフ・オブ・メキシコのレッドホークプロジェクトといいまして、６メートルの短いセ

ルというパイプを繋ぎ合わせて大きな海洋構造物“SPAR,，を製作して、洋上に浮かべた－大プ

ロジェクトです。ここでも、もちろん1,600メートルという大水深におけるより良いサブシー

ツリーの開発、繊維ロープを使用した新しい係留方法などが紹介されておりました。

次のセッションは､今カナダの東海岸が熱いという説明です。カナダは1992年にプロダクシ

ョンウエルが332本｡ノースシーは1971年に開発が始まって4,000本の井戸で生産しています。

メキシコはもう４６，０００本です。ところがカナダはまだ３３２本しか出していないということで、

これからはノースシーではなくカナダの東海岸が開発の焦点になるという、こういうセッショ

ンです。

これはテキサスエーアンドエムやライスユニバーシティーがアメリカの石油業界に働く労働

者の推移を表しているパネルディスカッションでした。８３年をピークにどんどん下がってきて、

これを何とか盛り上げようというディスカッションでした。エンジニアの部門でも若い人が入

ってこない。ドクターはわずかという、エンジニリング部門が頭でっかちになってきて、もう

少しフレッシュマンをもっと導入しようというディスカッションです。

日本からは唯一、ジャペックスの高橋さんから東海沖、熊野灘沖の実証データを踏まえた発

表がありました。メタハイの実証データはなかなか世界でもそう数多くないものですから、報

告後のディスカッションは活発に行われておりました。
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これはケーシングを利用して､そのままケーシングパイプで掘ってしまおうという９０年頃か

ら始まった技術ですが、７インチ、９インチ、１３インチと径がだんだん大きくなって進歩して

おります。だんだん一般的にも実用化されつつある技術です。

これはエキスパンダブルチュープラーといいまして、今まで石油の井戸は大口径からだんだ

ん径を小さくしていかないと目的深度に至||達できなかったのですが、これは若干小さい径を入

れて、後は工具でパイプを広げて、前のケーシングとほぼ同じぐらいのサイズにしてしまうと

いう技術です。これですと最初からスリムな穴があけられる、径を小さくしていく必要がない

ということと、前に破れたケーシングパイプがある場合の補修などにも応用できるというよう

に使われています。

あと全体を軽くしようという意気込みでグラスファイバーでできたパイプ材質やグレーチン

グやハンドレール、チタンを使ったドリルパイプやフローラインの大口径のパイプが展示され

ていました。大水深用の破断加重が1,000トンぐらいのこういうシンセティックロープ、こう

いうものが大きく展示されていました。

次回はまた同じく日本のゴールデンウイークにあたる５月１日から４日、場所も同じリライ

アントセンターで行われます。来年のテーマは「NewDepthandNewHorizon」といいます。文

学的なので皆さん自分で訳してください。以上です。

●司会（野口）ありがとうございました。それでは引き続きまして、ISOPE、それから国内の

「銅が危ない」のシンポジウムについて、産業技術総合研究所の山崎さんお願いします。

●山崎ISOPEの報告は簡単にして、「銅が危ない」の方をしっかりお話したいと思います。６

月２０日から２３日までソウルで「ISOPE-2005」が開催されました。７５０編のアブストラクトが

集まりまして、そのうち審査などを通った690編の論文をフルペーパーで査読して、最終的に

CD-ROMには474編の論文が掲載されました。ISOPEの倉Ｉ設者であるＪｉｎ.Ｓ・Chungの母国であ

る韓国がかなり頑張って参加者を集めたために738名というレコードを記録しています｡４７カ

国からの参加です｡そのうち９８名が大学院生であったことが特筆されることかと思います。参

加者の割合で、産業界と研究機関を足すところには私自身は異論がありますが、とにかく、大

学とそうではないところ（その他）との割合はフィフティ・フィフティだということです。特

別セッションなどはここに挙げたとおりです。

毎回三つ、四つ、プレナリープレゼンテーションということでトピック的なものを３０分ずつ

ぐらい､そのジャンルの第一人者の方に話していただくわけですが､ここで特徴的だったのは、

日本からプレナリープレゼンテーションが三つ、メタンハイドレートの話とジオテクノロジー

の話と羽田空港の拡張の話が出たことかと思います。

オープニングセッションは開催国とその周辺、それから世界的に今注目されるものというこ

とで講演が出ていまして、ここでは五つですが、サハリンの開発とかが興味を引いたものでし

た。

2006年はサンフランシスコで５月２８日から６月２日に開催されることになっていまして、９

月３０日がアブストラクトのサブミッションのデッドラインです｡こちらにありますISOPEのホ

ームページから、まずアブストラクトをオンラインでサブミッションしていただくということ

をお願いしたいと思います。ISOPE-2005については以上です。
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次は、７月１４日に東京大学の山上会館で、私が委員長をやっています資源．素材学会海洋資

源部門委員会の主催で「銅が危ない！深海底鉱物資源：新たなる挑戦」というシンポジウムを

開催しました。銅が危ないという部分を特に強調して今からご紹介したいと思います。

これは世界の大陸別の銅の消費量を過去１０年間、1994年から2003年までを棒グラフにまと

めたものです。いちばん上にアフリカとオセアニアが載っているのですが、これは見えないぐ

らい少なくて、グリーンがヨーロッパ、青がアメリカ、黄色がアジアの銅の消費量を表してい

ます。ヨーロッパやアメリカはコンスタントな量を使っていますが、アジアがかなり伸びてい

るのが目を引きます。この１０年間では世界の銅需要の伸びは２０％ぐらいあるのですが、その

ほとんどをアジアが占めているということになります。

アジアの中の主要国別の消費の伸びを､また棒グラフで過去１０年間を表したのがこの図です。

この中で日本はやや減り加減になっている黄色っぽい棒グラフです。台湾が青色、韓国が赤で

すが、ある時期台湾や韓国が少し伸びたのですが、最近４年間ほどは決定的に大きいのは中国

でグリーンの棒グラフの伸びです。今、中国はアメリカをも追い越して世界最大の銅の消費国

です。日本の消費量は世界の７％ぐらいにあたるのですが、日本一国分の消費量を３年間ぐら

いで上回ってしまうぐらいの伸びを示しています。中国は人口が日本の１０倍ありますので、日

本と同じ生活水準になった時に､黄色のバーの１０倍ぐらいに本当にいくのかなというような疑

いはあるのですが、まだまだ伸びているのは事実です。

銅が危ないということの本質は、この表をよく見ていただくとおわかりいただけるかと思い

ます。いちばん右側は平凡社の地学事典の最後の資料集にある地殻内、すなわち地圏・水圏・

大気圏の金属元素の存在量を拾ってきたものです｡左のワールドプロダクションイン２００２とい

うのはアメリカの地質調査所のホームページのデータから拾ってきたものです。いちばん多い

のはもちろん鉄で、次がアルミで、この表ではマンガニズオアというのが３番目にきています

が、これはシリカマンガンとかで他の元素も含めた鉱石員で表しています。実質のマンガン消

費量はこれに０．４ぐらいをかけたものになりますので、実際は亜鉛と同じぐらいのところにマ

ンガンはいきます。このため、銅は鉄、アルミの次の３番目に消費量の多いもので、アルミの

半分ぐらいの量を消費されているような金属だといえます。ところが－番右にある地殻内の存

在量を見ていただくとわかりますように､銅の存在量というのはアルミの１０００分の１以下しか

ないのです。

少ないものを少ない量消費している間は問題ないのですが、銅は実は皆さんそういう認識は

ないと思うのですが、存在量としてはレアメタルである、例えばニッケルとかコバルトに近い

ような存在量しかないのに、アルミの半分も使っているという大変な需要供給構造を抱えてい

ます。

当日のシンポジウムでは、ここに掲げてある五つの講演をしていただいたのですが、－番目

の関西大学の伊藤先生の講演が基調講演的なものでして、二酸化炭素の排出量の予測に使われ

ているような経済予測モデルを使って銅のこの先の需要と供給について考察し、－番下にある

ような、ひょっとしたら供給不足が２０１０年とか2020年ぐらいに発生するのではないかという

ようなシミュレーションの結果をお話いただきました。

これは2000年１月１日から昨日までのロンドンの金属取引所の銅価格をグラフにまとめたも

のです。2001年１１月に１トンあたり１，４００ドルという最近での底値みたいな価格から次第に

上昇して、この青い線の価格傾向だったのです。先ほどの中国で需要が伸びているということ

－４３－



で、これは実需の部分かなと私は解釈しています。ところが２００３年９月を境に全体の価格傾向

が赤い線のようになってきています。もう一つ特徴的なのは、青い折れ線の乱高下が激しくな

ってきたことです。もうここは実需ではなくて、実はすでに投機的な動きが銅のマーケットで

始まったというのが実態です。

銅の供給不足よりも前に投機的な動きが先行すれば、石油危機みたいなものが銅についても

起きるのではないかと私は非常に危倶しております。銅クライシスを起こさないために、例え

ば私自身の専門である深海底の鉱物資源の分野では、白金を含んでいて燃料電池の普及に貢献

しそうなコバルト・リッチ・クラスの開発とか､銅をかなりの品位で含んでいるマンガン団塊、

海底熱水鉱床の開発がこれから非常に重要になってくるかと考えています。ただ、深海底鉱物

資源の場合、実際に動いているシステムがないので経済性の相対評価ができなくて、なかなか

民間企業が入ってこられないところがネックなっているかと思います。以上です。どうもあり

がとうございました。

●司会（野口）ちょっと時間がオーバーしていますが、もうｌ題、沿岸域学会さんが昨年こ

の日本海洋工学会に入られましたので、その紹介も含めて今回のシンポジウム報告をしていた

だきます。東京大学の多部田先生です。

●多部田本来ここの中では主に国際会議の報告だけをしていると思うのですが、今回、今い

ったような事情で特別に日本沿岸域学会の研究討論会シンポジウムの報告を少し時間をいただ

いて紹介させていただきます。

沿岸域学会の概要ですが、昨年度この海洋工学会に加入させていただいたのですが、1988年

に設立され、目的としては沿岸域に関心を抱く人々が集まって望ましい沿岸域を創出するため

の研究討論を行い､その成果を広く社会に還元することとしています｡そういう目的ですので、

工学や自然科学に限らず、社会科学系や人文科学系の学会、さらには官界、産業界とのあらゆ

る分野や立場の個人や団体から構成されております。

主な活動としましては、年に１回研究討論会という、いわゆる学会の発表会を開催していま

す。もう一つ、シンポジウムを毎年１回開催しています。研究討論会は今まではだいたい東京

でやっていまして､シンポジウムは毎年いろいろなテーマを設定して地方で開催しております。

ここには去年までの最近５回分を示してあります。あとは時期に応じて講習会を開催し、今年

は「沿岸域における合意形成」という講習会を６０名ぐらい集まって行いました。

本年度の研究討論会は、今まで研究討論会は東京で行っていたのですが、今年は初めて地方

に出て金沢でシンポジウムと同時に開催させていただきました。今月初め頃、金沢工業大学で

発表件数は68件､参加者は約150名、地方でやったこともあって沿岸域学会の研究討論会とし

てはかなり盛況だったということです。セッションは常にだいたい物理・水理、沿岸域管理、

津波・防災、沿岸域環境、実践・活動、こういうものが常設のセッションです。その他に研究

討論会は萌芽的な研究や、学会誌に投稿された論文を発表していただくセッションなども設け

ています。今回は特別セッションとして金沢で行ったということで北陸の沿岸域の問題、ナホ

トカ号の教訓という問題、あとは海岸ゴミといった特別セッションが開催されました。

その研究討論会に引き続いてシンポジウムが、今回は「地域沿岸域管理への道」ということ

で土曜日に行われました。これは学会員だけではなく一般の方にもかなり参加していただきま
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した。参加者は約200名ということで、プログラムとしてはこういう感じで、横浜国立大学の

来生新先生に「沿岸域の総合管理に向けて」という基調講演のあと、各地域の先進事例を紹介

していただいて、パネルディスカッションという形で盛会のうちに終わりました。以上、簡単

ですが沿岸域学会について紹介させていただきました。

沿岸域の問題にご関心のある方はぜひホームページを見ていただき、より詳細な情報とか入

会の案内もありますので、ご関心のある方はぜひご入会ください。どうもありがとうございま

した。

●司会（野口）ありがとうございました。それでは時間ですので最後に、海洋工学会に参加

している学協会の今後の国内の会議の案内をいたします。近々あるものは、一つは土木学会で

行われます第５２回海岸工学講演会、場所等はそこに書いてあります。もう一つ、ここでは会議

名は省略して海洋フォーラムと書いてありますが、正式には「海洋立国に向けた第３期科学技

術基本計画に対する提言に関するフォーラム」ということで国の施策に対していろいろと海洋

関係から提言していこうというフォーラムです。これは東京大学で行われます。この二つの会

議の詳細の案内は受付に置いてありますので、関心のある方はそちらで資料を入手してくださ

い。以上です。それではこれで会議開催の報告を終了させていただきます。
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津波防波堤を中心とした津波防災技術とその課題

富田孝史

独立行政法人港湾空港技術研究所津波防災研究センター

１．はじめに

２００４年１２月２６日のスマトラ沖地震にともなって発生したインド洋津波は，インド洋周辺諸国やア

フリカ東海岸に達し，死者及び行方不明者が３０万人に上るという歴史上最悪の災害をもたらした．

この津波により，様々なタイプの被害が発生している．例えば，以下のようである．

・沿岸の低地が広い範囲にわたり浸水した．

・木造やレンガ造の建物は大破し，一部のコンクリート造の建物が残存した．

・沿岸にある道路，橋梁，鉄道，港湾，空港が被災した．

・海岸や沿岸の陸地が侵食され，地形が変化した．

・船舶，オイルタンク，コンテナなどが漂流し，被害を拡大した．

・地震の発生から津波の到達するまでに避難時間があった地域においても多くの人が津波に

飲み込まれた．

・沿岸の住民だけでなく多くの観光客も被災した．

一方，防波堤や沿岸の建物などの構造物が津波被害を低減させた事例も幾つか認められた．

津波から人命の損失を防ぐためには避難が最も基本的かつ重要な対策であり，これを円滑に進める

ためにハザードマップ等の避難支援対策が精力的に進められている．しかし，財産の損失やその後の

復旧・復興を考えれば，物的被害も極力低減したい．そのためには，構造物による津波低減対策を考

えなければならない．

本論では，津波防波堤には津波低減効果に加えて人の避難可能時間を増大させる効果もある津波防

波堤を中心とした津波防災／減災のための津波対策についてまとめるとともに，これからの津波防災

／減災技術における課題を概説する．

2．インド洋津波における津波低減事例

震源に近いインドネシアのスマトラ島を現地調査した都司嘉宣博士を団長とする調査団の報告によ

ると，スマトラ島北端のBandaAceh市の北海岸ではモスクの壁に海面から１２ｍの高さに水跡が残っ

ており，海岸から２～3kｍ離れた市街地でも津波は津波の痕跡高さは海面上５ｍを超えていた．この

ことからBandaAcehには10ｍ規模の津波が来襲したと思われる．著者らも土木学会の調査団として

BandaAceh市を調査し，海岸線から2.5kｍ程度離れた場所における津波の水跡の高さを地盤上４．０～

44ｍと測量した．この辺りの地盤高は津波時の海面から1.3～1.6ｍであり，海岸に続く低く平らなま

ちが広い範囲にわたり浸水し破壊されたことを示している．
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しかし，海岸砂州への連絡橋の取り付け道路背

後では，図－１に示すように，道路上に出ている２

階部分以上では柱が折れ壁や屋根も残っていない

が，１階部分は壁も残っている建物があった．隣

接する建物は土台を残すのみで何も残っていない

状態であったことからも，取り付け道路の盛土が

津波から背後の建物を防護したことを示している．

また，スリランカにおいても，沿岸の建物が残

存している場所の背後では，津波による浸水高さ

が低くなっていた．図－２は，スリランカ南部の

Galle港の東にある海岸において,津波の痕跡高さ

が海面上3.24ｍ（陸上0.63ｍ）であった場所から

海に向かって撮った写真であり，沿岸に沿って建

物が残っている．しかし，図－３に示すように，こ

の場所から海岸に沿って２０ｍほど離れた所であ

るが沿岸の建物が大破し海が見通せる状態にあっ

た場所では，津波の痕跡高さは海面上497ｍ（陸

上2.18ｍ）と先の場所よりも津波遡上高さは約

1.5ｍ高かった．周辺海岸の地形は特に大きな変化

が無かったことから，沿岸による建物が津波を低

減させたものと推察される．

また，港湾の防波堤などの施設が津波低減の効

果を示した事例も幾つも認められた．一つの例と

して,スリランカ西部のBemwara漁港の事例が示

す．漁港に接する北側の海岸では，海面上4.82ｍ

の高さまで津波は遡上したのに対し，漁港内にお

ける津波痕跡高さは海面上2.35ｍ（陸上0.77ｍ）

であった．約2.5ｍも津波が低減している．この

ように漁港の防波堤などの施設によって津波が低

減されたために，漁港背後では図－４に示すように

レンガ造りの建物が残っていた．

モルディブでは，防衛大学校の藤間功司博士を

団長とする調査団の一員として調査を行った（藤

間ら，２００５：FlljimaetaL，２００５：大谷ら，2005)．

モルディブは環礁の島々で構成される国であるた

めに標高は最大で1.8ｍと低い．これに対し，１～

3ｍ程度の高さの津波が来襲した(藤間ら,2005)．

島によっては全島が津波による浸水被害を受けて

おり，標高の低い島で避難対策を考えさせられる

国である．

図－１橋梁取り付け道路背後の家屋

－－兆

図－２沿岸の建物による津波低減
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図－３沿岸建物の大破とその背後の津波遡上
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Male，島における浸水域図を作成した結果,概ね

地盤高MSL+1.1ｍが浸水の有無の境界であった

（Ｆｕｊｉｍａｅｔａｌ，2005)．また，護岸の天端高が

MSL+1.9ｍ以上と高い東側海岸では浸水被害はな

かったが，南側や西側では天端高が東側よりも

0.3ｍ以上低いところがありそこから浸水が広が

ったと推定される．大谷ら(2005)は護岸や離岸堤

による浸水の低減効果について数値計算を行って

いる．その結果によると，今回の津波が平均潮位

頃に来襲したのに対し，もし平均潮位よりも0.5ｍ

程度高い満潮時に来襲していれば，護岸や離岸堤

があってもマレ島全島が浸水する結果となった．

図－４津波後も残った漁港背後の建物

3．津波へのハード対策

最近の日本において大きな被害のあった津波は，

奥尻島が甚大な災害を受けた1993年北海道南西

沖地震津波である．奥尻島では，被災後直ぐに海

岸に高い防潮堤，河口部に防潮水門が築かれ（図

-5)，同規模の津波に対して奥尻島を守ることがで

きるようになった．これは，近代日本において津

波からの浸水を防ぐための最も一般的な対策であ

ろう．また,植生を利用した津波低減対策もある．

図－６は防潮林であり，津波低減や漂流物の防止に

効果がある．

防潮堤が海岸線を取り巻くように整備すること

に合わせて，海へのアクセスのために所々に陸閏

（図-7）が設置される．津波来襲時に陸閏や水門

が開いていると，そこから海水が流入するため所

定の防災機能を果たすことができないので，津波

来襲前にそれらが閉鎖されることが不可欠である．

これを確実に行う一つの対策として津波防災ステ

ーションがある．これは，津波'情報に基づいて，

海岸線に点在する陸間や水門を遠隔操作により一

元的に閉鎖するものである．１９９７年から北海道浜

中町など全国の各地で整備が始まっている．

高い防潮堤を整備する場合，利用度の高い水際

線の土地が失われ，そこでの社会経済活動が阻害

さる場合や大規模な堤防等の建設用地が無い場合

がある．このような弊害を避け，土地及び水面を

高度に利用できるように津波防波堤が考案された．

図－５防潮堤（奥尻町）

図－６防潮林（陸前高田市）

図－７陸間（陸前高田市）
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４津波防波堤による津波低減効果

４１津波防波堤の特徴

津波防波堤は，湾口などに位置し，津波による堤内の水位上昇を低減させ，背後地の護岸，堤防等

と￣体となって津波から堤内の人命や資産の被害を防ぐことを目的とした構造物である．また，＿般

の防波堤と同様に，外洋からの波浪に対して堤内の静穏度を保つことも重要な目的である．津波防波

堤は，通常湾口部に設置されるので，湾口防波堤ともいわれる．初めての津波防波堤は，岩手県の大

船渡港で1976年に整備された．その後，岩手県の釜石港や久慈港，高知県の須崎港において本格的な

津波防波堤の建設が進められている．

津波防波堤の特徴を，大船渡湾と釜石湾における津波防波堤を取り上げて概説する．

大船渡湾は奥行約6kｍ，幅約2kｍで水深は最深部_40ｍ，平均-20ｍである（図-8)．津波防波堤は幅

740ｍの湾口を開口幅202ｍにまで狭めている．さらに，開口部では，０万トン級の船舶が入港可能な

水深として-16.3ｍを確保し，それよりも下部には潜堤を設置した．このため津波防波堤によって湾口

における流入断面積は3,380,2となった．

縦断面

4０

喝２０，長ｌＯｍｒ目１１７．８ｍ喝４０ｍ長10ｍ

鋼セルプレパクト・コンクリート

'B二二：
ＩⅡ ＋U高吉害ル化

４０Ｚ２０国０．

図－８大船渡湾と湾口防波堤

釜石湾はＷ字型の湾であり，湾口幅は約2kｍで湾口部における最大水深は-63ｍと極めて深い．こ

の湾口を北堤990ｍと南堤670ｍにより開口幅を300ｍにまで狭めている．なお，防波堤の陸側に接す

る両端には湾内外の海水交流の促進,漁船の通行の利便などからそれぞれ幅50ｍの開口部が設けられ

ている．主となる開口部には３０ｍ以上の高のマウンドを設置して水深-19ｍにまで浅くしている．

4.2津波防波堤の津波低減効果

津波防波堤の防護効果は，

①湾口を狭めることによって湾内への流入量を減少させること

②開口部に生じる渦によって津波のエネルギーを散逸させること

③湾の共振周期を変えることによって津波による共振を防ぐこと

などであり，これらの効果によって湾内の水域における津波高さや流速が低減し，陸上浸水域が小さ

くなることが期待される．

津波防波堤の防護効果については，これまでに検討されている．伊藤ら(1968)は，大船渡湾の津波

防波堤が完成した後に来襲した1968年＋勝沖地震による津波に対する津波防波堤の防護効果を数値

－４９－
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計算から明らかにした．例えば，湾奥部におけ

る津波高さは，防波堤がある場合では観測値と

同じ1.2ｍであったのに対し，防波堤がない場

合では２２ｍであったので，津波防波堤は津波

による水位上昇を約半分に低減させた．また，

湾内の流速についても検討しており，津波防波

堤の開口部では縮流効果により流速が速くなる

が，それ以外の湾内全体では流速は遅くなるこ

とを示した.防波堤がなければ2m/sであるのに

対し，津波防波堤の効果によって速いところで

も１ｍ/s程度であった．

後藤・佐藤(1993)は，チリ地震津波という遠

地津波に対する大船渡湾や釜石湾の津波防波堤

の効果を検討した．大船渡湾では，湾奥部の津

波高さは防波堤がない場合には４５ｍ程度であ

るのに対し，防波堤がある場合には1.9ｍ程度

となって，津波防波堤によって半減した．陸上

浸水域は，防波堤がない場合には実際の被害と

同様に市街地まで広がっていたものが，津波防

波堤がある場合には防潮堤が整備されていない

低地部にのみ発生し，その浸水深も数１０ｃｍ程

度であった．釜石湾の津波防波堤では，防波堤

(a）津波防波堤なし

(b）津波防波堤あり

■剛蟹＝
０１２

i善1議議蕊議譲■■
３４５５７８９ｍ

図－９津波防波堤による津波低減効果

開口部における津波低減効果を数値計算によって再現するための運動量損失係数を釜石湾の津波防波

堤を対象とした水理模型実験結果との比較から検討して，０５という値を提案しており，運動量損失に

より最大津波高さはさらに0.2ｍ程度低減することを示した．これは津波防波堤による全津波低減効

果の14％である．

また，高田・平石(1998)は周期の比較的短い近地津波を対象として釜石湾の津波防波堤の効果を数

値計算で検討し，図－９に示すように津波防波堤の効果により津波高さや陸上での遡上水深が低減する

ことや，流速が減少するために水流圧力（運動量流束に相当）も低減することを示した．

４３津波防波堤の避難支援効果

簡単なＶ字型湾（図-10）を対象として，湾口部に津波防波堤を設置した場合の海域及び陸域にお

ける津波波形を図-11に示す．防波堤としては，開口部の幅が400ｍの場合（開口率36％）と開口幅が

200ｍの場合（開口率１９％）の２種類とした．入射津波の周期は約４０分程度である．図-11では，陸

上のポイント(c)と(｡)の図において浸水深が０５ｍおよびＬＯｍの位置を破線で示した．浸水深０５ｍは

伊勢湾台風による高潮浸水から助かった人へのヒアリングから得られた大人が避難可能な浸水深であ

る（饒村，1994)．

津波防波堤を設置することにより，最大津波高さや最大浸水深が減少することだけでなく，浸水深

が０５ｍに達する時亥Ｉが遅れるという効果が認められる．これは，最大浸水深としては１ｍを超えるよ

うな避難が困難な水深になる場所であったとしても，その浸水深に達するまでの時刻が遅れることに

－５０－
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より避難可能な時間が増加することを意味し

ている．すなわち，津波防波堤では完全に防

護しきれないような想定以上の津波が来襲し

て避難が必要になったときに，津波防波堤に

は避難時間を稼ぐという避難支援効果が期待

できる．

なお，ここでは高潮災害の結果から浸水深

0.5ｍにより避難の可否判定を行ったが，高橋

ら（1994）による，親水性防波堤上を利用す

る人が防波堤を越波する水の流れによって転

倒・転落する特性を実験的に検討した結果で

は，身長が152ｃｍの人が越波水によって流さ

れ防波堤上から転落するときの水深は0.26ｍ

であった．この水深は身長の１７％に相当し，

膝よりも少し下程度の深さに相当する.実際，

2004年のインド洋津波の際には膝下の津波

による流れにより人が流されたビデオ映像も

撮影されている．このように，浸水時の人の

安全'性／危険性は浸水深のみでは評価できず，

運動量流束などによる評価が必要である．

-Ｂ、Ｂ‐

Ａ、

Ｂ，Ａ，ＢＡ

▽
へＲＯ

Ｙ,皇ン｡０１１１

図-10モデル地形

（
【
目
）
盾

２
１
０
１
２

｜
’

(a）

２
１
０
１
２

｜
’

(b）

２
１
０
２
１
０

4.4津波防波堤の留意点

津波防波堤は開口部を狭めることにより防

災効果を発揮する一方，開口部では縮流効果

のため流速が速くなる．この速い流速は開口

部付近の基部の洗掘を引き起こす危険'性があ

り，対策が必要である．実際，1993年北海道

南西沖地震津波の際，奥尻港では幅約３５ｍの

(c）

(｡）

０ １２３

ｔ(hr）

各ポイントでの津波波形および遡上波形図-11

開口部を形作る防波堤の堤頭部周りのマウンドの洗掘とそれに伴う堤頭函の転倒が発生した．鶴谷・

中川(1994)による水理模型実験から，６m/s程度の流速が作用すると堤頭部の角部における１トン被覆

ブロックが移動し始め，９m/sの流速によりマウンドの洗掘と堤頭函の倒壊が生じることが判明した．

また，谷本ら(1988)はγ釜石湾の津波防波堤の開口部における潜堤のマウンド被覆材の安定性を評

価するために，ＣＥＲ.C・による法面被覆石の必要重量を算定する式を使って行い，その式中にあるマ

ウンド被覆材の安定状況を示す定数と被害率の関係を明らかにした．

津波防波堤の開口部では，これら既往の成果および新たな水理模型実験や数値シミュレーションに

よる検討から,速い流速への対応を考慮しなければならない.開口部潜堤上の３次元`性の強い流れは，

３次元流動モデルによる数値シミュレーションによって精度良く再現できることを正村ら(2001)は示

した．この流速の正確な評価はマウンド部に作用する津波力の精度高い評価につながる．

環境面からの問題もある．既に津波防波堤の完成した大船渡湾では，津波防波堤により湾口部の断

面積が約１１％に減少して湾の閉鎖'性が高まったことによって水質環境が悪化したと指摘された．湾口
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防波堤が海水交換を阻害することへの対策として，陸岸との接続部に開口部設けるなどの工夫も行わ

れている．さらに，海水交換を促進させる機能を備えた新形式の防波堤などの開発も進められている

（例えば，下迫ら，1999)．

5．巨大津波への対策

5.1地域防災上の津波とハード対策に防護を期待する対象津波

地域における津波防災を検討する際に対象とする津波は，人命保護の観点から，その地域において

起こりうる最大規模のものとする必要がある．しかし，構造物によって完壁な防護を期待するときの

津波は最大規模のものでは必ずしもない．構造物に求める防護対象津波として最大規模の津波を採用

すると，構造物が巨大化しその建設に莫大な費用や時間が必要になることや，日常の沿岸域の環境や

利用，例えば景観，日照，風通しおよび海岸へのアクセスなど，から巨大な施設の設置が適切でない

場合もあるからである．

構造物に防護を期待する津波として，その地域における最大規模の津波を使用しない場合には，そ

れよりも大きな津波が来襲した際に，津波被害を軽減するための別の構造物の効果を期待することや

人的被害を極力軽減できるように避難支援対策などのソフト的な対策を構築する必要がある．また，

構造物に防護を期待する津波として最大規模の津波を使ったとしても，津波の推定に際し誤差が含ま

れるので，安全の観点からソフト的な対策も必要となる．いずれの場合にしても，人命や財産を津波

から守るためには，ハード的な対策とソフト的な対策を－体とした防災システムが必要である．

5.2避難支援対策

（１）ハザードマップ

津波から人命を保護する最も基本的かつ大切な対策は避難である．そのために津波警報などの,情報

発信，地域の危険‘性を事前に示すハザードマップの整備が進められている．一方，防波堤や護岸など

が津波の威力を低減することも2004年インド洋津波において示された．さらに，防波堤などの防護施

設が津波を低減することにより避難時間を増大させ避難を支援する効果を有している．

建物などの構造物が多数存在する臨海都市部などで避難路や避難所を適切に配置するなど効果的な

避難支援対策を構築するためには，構造物などよって低減された津波の陸上における挙動を極力正確

に予測することが大切である．

このような観点から，著者らは震源から臨海都市までの津波の挙動を一括して解析できる津波シミ

ュレータＳＴＯＣを開発してきた（富田ら，2005)．この数値モデルは，多層レベルモデルと３次元モ

デルを結合したもので，多層レベルモデルSTOC-MLは，鉛直方向を幾つかの水平層で分害Ｉし，各層

内では静水圧近似を適用する．この数値モデルは，防波堤や局所的な地形変化の影響を受けないとこ

ろ，すなわち震源から沿岸までの広い領域に適用する．ＳＴＯＯＭＬに接続して臨海部の津波の挙動を

解析する３次元モデルでは，自由水面の決定法が異なる２つのモデルがある．その１つは，自由水面

の表現をより正確にするためにＶＯＦ法を適用したSTOC-VFである．このモデルでは砕波によって水

塊が飛び出す現象も解析が可能である．一方，それを解析するためにはｃｍオーダーの計算格子が必

要になる．そこで，もう１つのモデルは，連続式を積分した式から自由水面の算出を行うことによっ

て計算負荷を軽減し,臨海都市といった数lOkm2の範囲における津波浸水を対象としたSTOC-ICであ

る．いずれの数値モデルにおいても基礎方程式はレイノルズ方程式である．これまでに，ＳＴＯＣの計

算精度について，既往の模型実験結果との比較を行って，概ね良好な計算結果が得られることは分か
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ってきた．ただし，乱流の評価など課題も残されている．

図-12は，非常に簡単な仮想の臨海部を流れる津波を数

値計算したものである．数値モデルの精度の検証や結果の

見せ方など今後十分に検討する必要があり，大規模模型実

験結果によるモデルの検証や広領域での計算を行うために

モデルの並列化を行って，現地への適用を図っている．特

に３次元モデルで計算することのメリットは，流動の３次

元性が考慮できることばかりでなく，流体力も評価できる

ことであるので，構造物の破壊などの評価にも拡張が可能

であると考えている．ただし，こういった計算技術だけで

なく，波圧・波力などの破壊基準を合わせて明確にする必

要がある．

また，こういった数値計算結果をアニメーションなどで

住民などにわかりやすく示すことにより，避難行動に向け

た知識の普及や意識改革に活用できるものと考えている．

（２）リアルタイム津波予測

津波の沖合観測は，GPS津波計などで可能になってきた

（永井ら，２００３：永井ら2005)．さらに，これまでにナウフ

ァス（全国港湾海洋波浪'情報網）では，全国54箇所で海象を

観測してきており，この波浪観測点を複数使うことにより津

波を面的にとらえることも可能である．例えば，2003年十勝

沖地震津波は，十勝沖から南下し東北沿岸に来襲し，地震後

40分で久慈港沖，４６分に大船渡港沖，８８分に石巻港沖に津波

は到達した（永井ら，2004）．こういった波浪観測網の連携

により津波の伝播が捉えられ,津波情報の発信が期待できる．

さらに，こういった津波観測データを使って津波が沿岸に

到着する前に沿岸での津波を予測しようとする研究も行わ

れつつある（阿部・今村，２００４：安田ら，2005）．

（３）新形式の防護構造物

津波による物的被害も含めて被害軽減を図るためには，

防護施設の整備が必要である．津波による抗力は流速の自

､'▼
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津波による物的被害も含めて被害軽減を図るためには， 図－１２３次元モデルによる津波計算

防護施設の整備が必要である．津波による抗力は流速の自

乗に比例するので，構造物により流速を半分に抑えることができれば，力は１/４に軽減される．すな

わち，津波の破壊力を軽減するために構造物整備は有効である．さらに臨海都市部では防潮堤などに

よる防護ラインの前にも資産があり，そこでは多くの人が働いている．こういった場所の防護も考え

なければならない．ただし，既に開発が進んでいる臨海都市部等では，改正海岸法にも記されている

ように，環境や利用に配慮しなければならない

独立行政法人港湾空港技術研究所（港空研）では，大学や民間と共同で可動式の防護構造物の開発

に取り組んでいる．その１つは直立浮上式防波堤であり，通常時は海底に格納された直杭群が，津波

来襲の危険時には,杭への空気注入により数分の内に海上へ浮上する構造のものである(山根ら,2005)．

もう１つはフラップゲートである（情宮ら，2005)．この形式は既に高潮対策としてベネチアで建設中
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である．この形式も直立浮上式防波堤と同様に，津常時は海底に寝かして格納された平板が，津波来

襲の起きあがる構造である．なお，フラップゲートの高潮時の高波に対する性能については模型実験

や数値解析によって港空研においてこれまでに検討された（富田ら，２００４：川崎ら，2003)．

これらの新形式の津波対策施設について，港空研では，これまでに開発してきた数値計算モデル

CADMAS-SURF3D（有川ら，2005）やＳＴＯＣなどを活用して防護効果の推定を行うとともに設計法の

確立を行う予定である．

（４）今後の発展

津波観測データと数値計算（即時的な数値計算の実施あるは事前計算によるデータベースの構築）

を組み合わせることにより，沿岸に来襲する前に津波より発生する被害を予測できれば，的確な避難

や防災体制，さらには迅速な復旧に向けた体制の構築に有用であると期待している．ただし，公衆に

向けた津波情報は，気象庁によってのみ発表されるものであり，その他の機関等は発表できない．し

かし，気象庁以外の機関であっても，最新の研究成果を活用することにより，地域に密着した津波情

報を把握できる可能'性は十分にあるため，そういった情報の活用の仕方について今後検討する必要が

ある．

津波に関する数値計算モデルの発展により，海上だけでなく陸上における津波の挙動も詳細に検討

できるようになってきている．これに人の避難シミュレーションを組み合わせることにより，人に対

する危険性が明確になる．ハザードマップの配布とそれにあわせた知識の普及により，住民の津波に

対する認識は増大するが，人命の保護のためには人々の実際の避難が不可欠である．人の避難を組み

込んだ被害予測をし，その結果をわかりやすく住民等に示すことにより避難率の増大が期待できる．

さらに流体力も計算可能な数値モデルも開発されてきており，これに合わせて構造物に作用する津

波力や構造物の破壊基準の定式化なども一層進める必要がある．

6．おわりに

２００４年インド洋津波の後，国士交通省が設置した「津波対策検討委員会」（委員長：京都大学防災

研究所，河田惠昭教授）の提言(2005年３月）では，人的被害を最小化することを緊急的な対応とし，

被害最小化を目指すには的確かつ着実なハード整備による危険度軽減と合わせて，地域の防災力や耐

災性・災害許容性というソフト対策を講じ，ハード整備とソフト対策を一体的に行う総合的な減災対

策を進める必要があるとしている．

ソフト対策とハード対策による総合的な減災対策を進めるためには，ハード対策の持っている防護

機能を適切に評価することが大切であり，このために水理模型実験による現象のモデル化や数値計算

モデルが進められている．こういったツールを使って，行政・住民さらに幅広い学問分野の人々と議

論を深め，対象地域にとって最良な対策の選択ができるようにする必要がある．
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ＧＰＳ津波計測システム

寺田幸博1）加藤照之2）永井紀彦3）越村俊一4）

')日立造船（株）技術研究所２)東京大学地震研究所

3）（独）港湾空港技術研究所４)東北大学大学院工学研究科

１．はじめに

近年，東南海地震及び南海地震などの発生確率が示され，これらの海溝型地震に伴う津波に対す

る防災システムの充実が喫緊の課題となっている．津波の発生を止めることは出来ないが，その

襲来の予測と情報の適切な伝達によって，被害を最小限にすることができる．この視点で求め

られる津波防災システムの開発を行った．これによって，有効な津波防災システムが構築でき，

津波の監視・検知からデータの伝達・避難勧告，さらには防潮堤開口部の門扉の開閉制御に活用で

きるシステムが実用化されれば，それは地域に住む住民に計り知れない安心感を与え，地域の発展

基盤として大きい貢献が期待できる．また，日本列島だけでなく世界の沿岸に多数設置してネット

ワークで結び，これらのデータを活用すれば，世界的な災害軽減にも貢献することが可能になる．

著者らは，従来の加速度計測ブイ方式や海底水圧センサー設置方式とは全く原理を異にした津波

計を考案した')'2)．これは，近年のＧＰＳ（GlobalPositioningSystem）位置検出技術の発展に

着目し，図１に示すように沖合洋上ブイの変位をＧＰＳで計測することによって，津波を観測する

システム（ＧＰＳ津波計）である．本開発は，このＧＰＳ津波計のアイディアを実用化することを

目的にしたものであり，海面の変位を数ｃｍの精度で検出し，その観測情報をインターネットでリア

ルタイムに常時発信することに

よって，「誰でもどこからでも」

観ることができる津波防災シス

テムの構築を目指した．

ＧＰＳ津波計の基本原理は，

海上に浮かべたブイの最上部

にＧＰＳアンテナを取り付け，

アンテナ位置の鉛直方向精密

測位結果の時系列データを海

面高の変位として風波や津波

のデータとすることである．

計測されたデータには，秒単

位で変化する波浪及び時間単

位で変化する潮汐を含むこと

から，これらをフィルタリン

グして，数分から数十分周期

ＧＰＳ・波溌

五三’11,-

錆も1Ｊ

図１ＧＰＳ津波計の概念図
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で変化する成分を抽出して津波データとしている．

最終目標は，津波の襲来が予想されるどのような場所にも設置できるＧＰＳ津波計を開発し，イ

ンターネットを用いて観狽Ｉ情報をリアルタイムで常時公開し，地域沿岸域の津波防災に寄与できる

防災情報社会資本整備の礎を築くことである．本研究の具体的な推進は，海上での高精度ＧＰＳ測

位技術の確立，波浪・津波・潮汐解析技術の確立及びデータ伝送公開技術の確立に大区分される要

素技術開発を個別目標として設定した．このため，沖合展開可能なＧＰＳ津波計として必要不可欠

な波浪追随`性の良いブイと係留系を設計施工，新方式ＧＰＳ計測法による測位法，洋上．陸上のデ

ータ伝送法，津波検出法，波浪データ解析法，津波伝播シミュレーション法を確立するとともに，

観測データのリアルタイム公開や，自治体防災への活用を行うこととした．さらには，津波来襲時

以外の平常時においても，地域沿岸域の情報社会資本として有効に機能させるように,波浪,潮汐，

高潮，水温，洋上風などの一般海象情報を発信して，漁業活動や海運などの海に係わる地域の経済

活動の支えとなるシステムの構築を，技術開発目標の中に組み入れて推進した．

２．研究開発の経緯

津波防災において，的確ですばやい防災諸施策の実行ための情報収集には，発生した津波を

沿岸に来襲する前に大水深沖合海域で精密に計測し，その性状を捉えることが最も良い方法で

ある．著者らは，ＧＰＳによって沖合洋上ブイの変位を直接計測することによって津波を観測する

システムを１９９７年頃に考案して，相模湾にて小型のブイによる基礎実験を行ったl),2)．この基礎実

験により，海上に浮かべた小型のブイの最上部にＧＰＳアンテナを取り付け，アンテナ位置の精密

測位結果による上下動の時系列データを海面高の変位として計測できることを確認し，ＧＰＳ津波

計と名付けてその本格的開発を目指した．

１９９８年度に，文部省科学研究費補助金を得ることができ，相模湾における基本機能実験を実施し

た3)．ＧＰＳ測位法の一つであるリアルタイムキネマティック（ＲＴＫ）法を適用した．基準局と

ＧＰＳ津波計設置位置との距離は０．９kｍとし，ＧＰＳ津波計のデータサンプリング周期を１秒

にした．基準局では，図２に示すリアルタイムモニタで，相模湾の実験海域の波浪を計測した

データに対して，天候との相関を確認した．また，約１週間の実験期間中の潮汐を油壺検潮所

にした．基準局では，図２にブ

データに対して，天候との相『

のデータと比較した結果は，

図３に示すように極めて良い

対応を示した．これらのこと

から，ＧＰＳ津波計は秒単位

の周期から，日単位の周期ま

での広い周波数領域に対応で

きる海面変位計として利用で

きることを確認した．これら

の基礎実験と基本機能実験結

果によって，海面の変位を数

ｃｍの精度で検出し，その情報を

「誰でも，どこからでも」観る

ことができる技術開発が可能で

あることが明らかになった．

“、片困RddI4p.哩日駒ＵｐＷＮＩｊＵ３ｂｑ洩公

2,ＭＡ、９４週５，寵１５輻Ｈ１創○密

図２波浪のリアルタイム表示
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ＧＰＳ観測値(WGS-84楕円体高）
･検潮記録(ＡＢＵＲＡＴＳＵＢＱＤＬ=500.0）
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この成果を受けて，１９９９年度には岩手県大船渡市の協力の下に，文部省科学研究費補助金（地域

連携型）を得て，大船渡港沖でＧＰＳ津波計の実用化実験を開始した4)．この実験では，外洋に対

応できるブイシステムの設計製作を行い，３年間の連続計測を実施した．海上で計測したＧＰ

ＳのＬ１及びＬ２搬送波位相等のＧＰＳ受信機の出力は，キャリア周波数４２９ＭＨｚ帯の特定小

電力無線を用いて，伝送速度４８００ｂｐｓで陸上基準局に伝送した．別途基準局で計測したＬ１及

びＬ２波の搬送波位相データを用いて，基準局でＲＴＫ計算を実施した．測位結果の緯度，経

度及び標高データは，帯域３．４ｋＨｚのアナログ専用電話回線２系統を用いて大船渡市役所総務
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課防災部門と大船渡消防署司令室で，それぞれリアルタイムにモニターした．データのサンプ

リングピッチは1秒であり，１時間分のデータを表示するようにした．また，２日分のデータ

を常時表示して，潮汐の動向を確認できる配慮も行った．ブイの水平面内での毎秒の位置を表

示することによって．この状況は，３０分毎にＩＳＤＮ回線で大阪の日立造船にセットしたイン

ターネットサーバーに送り，ｈｔｔｐ://tsunami・ekankyo2Lcomで市民に公開した．このＧＰＳ津

波計による津波・海象情報モニタリングは，２００１年１月２３日から２００４年１月１０日までの３年間

継続した．この間に，２００１年６月２５日に来襲した沖合津波高約１０ｃｍのペルー沖地震津波5)，及

び2003年９月２６日に来襲した沖合津波高約１５ｃｍの十勝沖地震津波6)を図４に示すように観測す

るなど，その実用`性を証明することができた．また，大船渡市の津波避難訓練のセンサー役を果た

すなど，大船渡市の津波防災への実際的取り組みにも貢献してきた．あわせて，この観測期間中の

観測データをとりまとめることによって，ＧＰＳ津波計は,津波ばかりでなく，沖合における波浪，

潮汐及び台風来襲時の潮位偏差を，正しく観測できることも実証できた7)．
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の構成を図６に示す．ブイで取得したデー

タは，ＧＰＳ搬送波位相'情報に水温，風向

風速などの各種海象モニタリングデータを

付加して，５０ｋｍまで伝送可能な４００Ⅲｚ

帯１Ｗの気象援助局無線で伝送した．室戸

岬測候所に設置した基準局では，ＧＰＳデ

ータとセンサデータを分離して，津波．潮

位計測計算のＲＴＫ法に加えて，独自に開

発したＰＶＤ法’0)で波浪計測計算を行う

こととした．さらに，これらのＧＰＳ各種

測位計算と気象データなどの公開資料を作

成し，インターネットのＶＰＮ技術を用い

て大阪の日立造船に設置したデータ公開サ

ーバーに送り，図７に示すデータ公開画面

で一般に公開した．

現在，このＧＰＳ津波観測システムは，

国士交通省港湾局が運営する全国港湾海洋

波浪計測網の観測拠点の一つとして，

http://www､mlit・ｇｏ・ｊｐ/kowan/nowphas/で
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図５室戸岬沖ＧＰＳ津波計
リアルタイム表示を続けている．
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図６室戸岬沖ＧＰＳ津波計測システム
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５室戸岬沖システムの観測結果

５．１海洋観測ステーションとしての機能

津波検出に備えるＧＰＳ津波計も，実用化においては日常的な活用の可否が重要なポイントとな

る．２００４年は，日本近辺に来襲した台風が多く，これらの観測を通じて海洋観測ステーションとし

ての機能の実証ができた．６月には，台風６号が午前９時半頃通過した．このとき，図８に示すよ

うに気圧計では９６７ｈＰａを観測し，風向きが東風から西風に変わる様子が観測できた．また，風速

についても，台風の目の接近前後で３０ｍ/ｓの平均風速を観察できた．新測位法ＰＶＤ法による波浪

計測は，図９に示すデータが得られた．この結果は，近隣の高知及び室津のナウファス観測点と良

い対応が得られ，その波浪計測機能を明らかにできた．２００４年８月から１０月の３カ月間で，ＧＰ

Ｓ津波計を設置した室戸岬沖に接近した台風は，１５号，１６号，１８号，２１号，２２号及び２３号の６

台風であった．これらの何れの台風も同様に，近隣の高知及び室津のナウファス観測点と良い対応

が得られた．

２００４年６月２１日台風6号の目通過
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５．２２００４紀伊半島沖地震津波の検出

２００４年９月５日に東海道沖で発生した地震（M7.4）に伴う津波を検出することに成功した10)．こ

の９月５日には，まず，午後７時７分に１回目の比較的大きな地震が紀伊半島南東沖に発生した．

この地震においても西南日本の太平洋沿岸に津波注意報が発令された．あいにくこの日は台風の余

波で室戸沖は波高が両振幅で数ｍ程度と高く，フィルター処理後もこの午後７時７分の地震による

津波は，検出が難しかった．続いて同日の日本時間午後11時５７分に最初の地震の東側で本震と思

われる地震が発生した．この地震では串本で最大０．９ｍ，神津島でも最大０．８ｍの津波を記録した

ほか室戸岬検潮所においても０．５ｍの津波を観測した．図１０はこの時のＧＰＳ津波計のＷｅｂ上の記

録を示す．上段は比較的短周期の波を描いており，振幅が数ｍに達していることを示している．一

方，下段は同じ時刻の記録であるが，６０秒の移動平均をとったものを示している．下段の記録は風

波がほとんど取り除かれてかなり平滑化しており，振幅が小さいものの津波と思われる潮位の変化

を描いていることがわかる．

図１１はこの地震の直後の２００４年９月６日００時～０２時（JST）の２時間の海面変動についての時

系列を並べて比較したものである．最上段は室戸岬検潮所の記録（１５秒毎）であり，振幅をｌ/５に

縮小してある．上から３段目がＧＰＳ津波計による記録であり，１５０秒の移動平均をとったもので

ある．リアルタイム表示画面よりは長いフィルターをかけて短周期の雑音を充分除去している．ど

の程度の周期のフィルターが最適かを見出すのは今後の課題である．また，上から２段目は数値シ

ミュレーションによる津波予測波形である.シミュレーション結果では０時２４分頃からわずかな引

き波で始まり続いて波高約１０ｃｍの押し波が来る.観測波形では最初の引き波は雑音に埋もれて半Ⅲ別

はできないがその後の押し波から，引き続く第二，第三の波も大変良くシミュレーションと調和し

ている．なお，最下段には150～１８００秒のバンドパスフイルター操作後の波形を示す．いずれにせ

よ，今回観測された津波波計はシミュレーション結果と長時間にわたってほぼ一致するという成果

を得ることができた．

また，検潮所と津波計の津波到達時刻を比較すると，津波計のほうが８分程度早く到達している

ことがわかる．これも，シミュレーション等からの推定とほぼ調和的である．１０分程度の時間差を
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図１ｏ紀伊半島沖地震津波のリアルタイム検出
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図１１紀伊半島沖地震津波観測値とシミュレーション

どのように評価するかが難しいが，あらかじめ地域の津波防災計画の中にこのような情報を事前に

含めておけば，より大きな津波が予想される場合にも迅速な避難誘導等への利用が期待できる．

ところで，室戸岬検潮所における潮位記録とシミュレーションを比較したところ，必ずしもよく

あっているとはいえない結果となった．前述したようにこの日は台風の余波で海が荒れており，津

波襲来前から土佐湾には固有振動と思える１０分程度の周期の波が観測されていた.津波とこの固有

振動が共鳴を起こしたようにも考えられるが，原因はともかく，計算結果による予測よりもかなり

振幅の大きな波が観測されていた．検潮所のような海岸近くでは海底の摩擦やメッシュマップには

表現できない小さな地形による影響などシミュレーションでは再現が難しい要素があるが，沿岸か

らかなり離れた地点ではこうした影響がないため，シミュレーション結果との比較が容易である．

このような良好な記録が得られれば逆に地震断層モデルの推定にも役立てることができる．

６．ＧＰＳ津波計の展開

ＧＰＳ津波計による観測性能は，風波による数秒周期の波浪から，数分あるいは数十分の津波，

時間単位で計測が必要な高潮，潮汐などの計測において，これらを全てカバーできる極めて広い周

波数範囲でフラットな周波数特性を有していることを実証してきた．このことから，津波防災のみ

ならず，波浪情報を必要とする船舶航行，漁業，港湾海岸施工などに対する適切な海象情報の提供

が可能である．また，これまでは観測手段がなかった，沖合での潮汐計測データに地球科学分野や

水産関係者の期待が高まっている．沖合に展開するＧＰＳ津波計は，気温，気圧，風向風速，水温，

流向流速など多くの気象・海象`情報を計測し，波浪・津波・潮汐の基本データとともに，海上の観

測ステーションとしての役割を果たすことができる．

本来の目的の津波防災の視点では，海溝型地震の震源域に設置できることから，沖合での正確

な津波'情報をいち早く住民に通報できることに加えて，避難勧告や解除などの公的情報発令に対し

て，的確な判断材料を提供できる．また，海岸に構築された津波防波堤の機能を守るために不可欠

な作業である堤防開口部のゲートの自動開閉に連動したシステムなど，津波来襲の危険にさらされ

ながら作業してきた方々の危険回避にも大きく貢献できる．
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津波監視は，国全体の重要課題であ

る．津波防災‘情報社会資本として，国

主導による本システムのネットワーク

導入を期待したい.図１２は現在提案中

の津波防災ネットワーク構想’1)であ

る．過去の震源域と沿岸との間に，数

十基のＧＰＳ津波計を配し，これらを

ネットワームで結ぶことにより，より

確実な情報提供が可能である．さらに，

数値シミュレーションを用いた津波予

測技術との融合により，津波防災情報

の提供内容に抜本的な解決が期待でき

る．

７．将来に向けて

本技術開発の節目において多くの

◆

図１２スーパーナウファス構想（案）
マスコミが注目し，多数の報道を繰り

返してきた経緯から，ＧＰＳ津波計の役割とその期待が社会的に認知されていると判断できる．こ

れらのＧＰＳ津波計に関する一連の技術開発は,第６回国士技術開発賞･最優秀賞に選定され,２００４

年１０月８日に国士交通大臣表彰を受ける運びとなった．また，第３４回日本産業技術大賞の特別賞

の受賞と続き，さらなる実機展開への期待が膨らんでいる．研究チームとして既に手がけているリ

アルタイム津波情報とリアルタイム数値シミュレーションとの融合など，さらに付加価値の高い情

報発信システムにも発展させたいと考えている．これらの社会的要請に十分応えるには，開発の基

本コンセプトである「誰でも，どこからでも」観ることができる図１３に示すような環境の構築が重
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要である．室戸岬沖の観測システムで実践しているような正確な基本データの公開によって，公助

の手が差し延べられるまでの自助と互助活動における適切な判断材料を提供することが可能になる．

ソフト防災活動の基本である自助，互助，公助活動に大きく貢献し，安全で安心なくらしの実現に

寄与できることを願っている．
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高知県の津波防災対策の現状と課題

楠瀬義広

高知県危機管理担当理事所管危機管理課

１．はじめに

平成１５年度高知県で独自に実施した第２次地震対策基礎調査によると,南海地震が発生した場合，

高知県の死傷者は約20,400人，全半壊家屋は167,600棟と推

定され，特に死者9,600人のうち，津波による死者は，その７

割7,000人，建物倒壊による死者は２害11,1,800人と推定さ

れている．この死者をどれだけ減らすことが出来るか，特に津

波による死者を如何に少なくするかが，本県にとって当面する

最大の課題である．

高知県の被害想定
南海地皮による人的被害(死者数)は約９６００人と逼定

力

､800人

0人

２．南海地震の特性と対応

土佐湾沖の南海トラフを震源とする南海地震が発生すると，高知県の沿岸に近い地域では震度６強

(場所によっては震度７)から震度６弱，その他の地域でも震度５強の強い揺れが１００秒間という非常

に長い時間にわたって続くと予想されている．また，同時に発生する津波は，早いところでは３分，

遅いところでも３０分以内に沿岸の全地域に押し寄せ，その高さは，最低でも３メートル以上，高い

ところでは１０メートルを超えると想定されている．こうした南海地震による揺れと津波は，県内全

域にわたって同時且つ多発の甚大な被害をもたらすとともに，県外とのアクセスはもちろんのこと，

県内各地域を結ぶ道路が寸断され，県全体が，地域が，集落が孤立することが予想される．

地震の強い揺れは，耐震'１生の低い家屋の倒壊や火災の発生，さらには斜面崩壊，河道閉塞などを引

き起こす．間髪を入れず襲う非常に高い津波は，沿岸部全域にわたって家屋等の被害をもたらすとと

もに，人間を押し流し，甚大な人的被害を惹起する．県内全域にわたって同時に多発するこうした大

きな災害に対し，消防や警察等の公的救助機関や県，市町村による避難誘導及び速やかな人命救助は

事実上不可能である．

このため，家屋の耐震補強や家具の転倒防止を事前に行い，自分の命や家族の命は自らが守る備え

や県民自らの判断による避難や地域で支え合い，助け合っての避難など自立した行動が求められる．

さらに，東南海地震と同時に発生した場合には，関東から九州まで，その被害は極めて広域に及ぶ

と想定される．こうした場合には，外部からの速やかな救援や支援は一層困難になり，各地域で支え

合い，助け合って，一定期間生き延びる自立した県民や地域であることが求められる．

３．南海地震に備える基本的な方向

3-1．自助・共助を基軸とした南海地震対策

こうした南海地震の特`性を踏まえて，県民の人的被害を軽減するには，自宅の耐震補強や家具の転

倒防止，迅速な津波避難行動など，自らの命は自らが守る「自助｣の取り組み及び各地域で支え合い、

助け合って行う避難・救援活動や外部からの支援が来るまでの間，自立して生き延びる，地域地域で

の｢共助｣の取り組みが基本となる．
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３‐２．連携と役害Ｉ分担による南海地震対策の推進

広範多岐にわたる南海地震対策を進めていくためには,行政はもとより県民，自主防災組織,企業，

NPO，防災関係機関など様々な立場の人が，それぞれの役割を果たしながら，互いに連携し，総合的

に取り組んでいくことが重要である．地方を取り巻く財政状況は極めて厳しい環境にあり，従来のよ

うな公共投資や財政支援は望めない状況にある．こうした時こそ，県民の力を生かし，県民と行政の

力を結集して，情報を共有しながら南海地震対策を進めていかなければならない．

４高知県のこれまでの取り組み

本県における南海地震対策は，昭和５８年度に須崎港津波防波堤建設事業に着手するとともに，平

成８年度には昭和南海地震(Ｍ8.0)を想定した被害調査である第１次地震対策基礎調査を実施するなど，

このころから少しずつ進められてきた．その後，平成１４年７月東南海･南海地震防災対策特別措置法

が公布されるに及び，１５年２月庁内に知事を本部長とする南海地震対策推進本部を設置し，「南海地

震に備える」を高知県の中期的な４つの重要課題の－に位置付けるなかで，組織体制を強化し，対策

を進めてきた．

４‐１．津波を防ぐハード対策一ソフト対策を補完するハード対策一

これまで高潮対策事業で整備してきた本県の海岸堤防は，想定される津波の高さに対しては殆どの

地域で十分な高さを有している．一方，津波は，水門･樋門･陸閏をはじめ，海岸堤防に比べて相対的

に低い河川堤防や港湾，漁港など数多くの開口部から進入するため，これらの開口部対策を進めるこ

とが重要である．必要な箇所には水門を配置し、既存の水門や陸閏も含め，操作の迅速』性や安全'性を

考慮した場合，自動化や遠隔操作化が必要になる．しかし，これらの対策には，莫大な経費と多大な

時間を要するのみならず，防災施設も設計以上の外力が作用した場合は，本来期待する機能が有効に

発揮される保証はないことから，ハード対策はあくまでも「津波から逃げる」というソフト対策を補

完するものであると考えるべきである．

本県は７００ｋｍもの長大な海岸線を有

し，限られた財源と時間のなかで,効果・

効率的な開口部対策を進めるために，地

形や背後地の人口，資産など守るべき要

素と必要となる費用を総合的に勘案して，

対策を講ずべき地域を特定して順次整備

していく．具体的には，次のような考え

方で，対策を実施する．

・津波遡上シミュレーション計算結果に

基づき，浸水エリアごとに費用対効果

分析を行ったうえで，優先順位を決定

する．

･現在，重点整備を進めている高知港,須,現在，重点整備を進めている高知港，須崎港については，重要な継続エリアとして整備促進を図る．

･優先順位が低い地域においても，「津波から逃げる」ソフト施策を積極的に進めることにより，人的

被害の軽減に努める．
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４．２．津波防災アセスメント調査

高知県では，これまで，津波による浸水が予測される地域を特定し，地域地域での取り組みを進め

るために，平成１２年３月には第１次津波防災アセスメント調査を，１５年３月には，第２次津波防災

アセスメント調査を実施公表したが，これらの調査はレベル湛水法を用い，津波の沿岸部での高さの

みを考慮し，陸上部の地形と標高から，浸水予測地域を簡便に特定するものであった．一方、本年６

月に公表した津波防災アセスメント補完調査は,津波の陸域への遡上を考慮したもので,これにより，

浸水の深さや津波到達時間などの詳細が明らかにり、住民が市町村と共に具体的な津波避難計画やハ

ザードマップを作成するための基礎資料として，更にハード整備における津波防災対策検討用の参考

資料として活用することにしている．

４－３．補完調査の概要

本調査の前提となる解析条件は、津波外力の想定を１８５４年安政南海地震(Ｍ8.4)相当とし、基本断

層モデル(波源モデル)は相田(1981)Model20,を用いている．その他安全側の評価に立って，初期潮位

条件を県内の最高値である朔望平均満潮位Ｔ､Ｐ.＋0.85ｍを採用，地盤変動については，中央防災会議

に準拠し，地盤が沈降すると予測される場合は「沈降後の地盤高さ｣，隆起する場合は「隆起を無視し

た当初の地盤高さ」としている．更にこの高知県モデルでは、震源の位置，規模などの不確定'性や高

知県沿岸部全域をカバーすることを考慮して，波源域を南海トラフに沿って移動させる５つのケース

で計算し，その解析結果を総合的に評価して，そのうち最も厳しい津波高や浸水の深さ津波到達時

間などの値を採用して浸水予測図を作成し，対策を行うこととしている．なお、津波計算対象時間は

６時間である．

今回の調査における津波浸水予測計算の特徴として，次の４項目を挙げることができる．

①河川や陸域へ遡上する津波の特`性を詳細に解析

②水門･樋門･陸間や小規模な河川等の開口部を詳細にモデル化

③陸域部の最小格子間隔は５０ｍを基本とするが，開口部を必要に応じ，２５，，１２．５ｍに細分化

④標高データは国土地理院及び海上保安庁の数値地図を採用し，更に地形データの精度を向上す

るために国士交通省航空測量データや現地踏査結果を反映

５．県民の南海地震の正しい姿の理解と備え

５１．県民への情報提供と啓発

県民や地域が，主体的に南海地震に備えるためには，先ずは南海地震の正しい姿を知ることが大切

である．このため，啓発ビデオや各種パンフレットを作成するなど啓発に努めてきた．特に１６年度

には，県民啓発小冊子「南海地震に備えちよき」を作

成し，県内３２万８千世帯の全戸に配布した．又，県

民の身近なところで，南海地震について学んでいただ

くために,これまで行った各種調査報告書，「南海大震

災誌｣、啓発ビデオなどを供覧する「南海地震情報コー

ナー｣を市町村の役場や図書館,県の出先機関など１５１

箇所に開設し，併せて４月からは「南海地震ホームペ

ージ」も新たにアップするなど，啓発のための基礎や

ツールは一定そろえることが出来たと考えている．

県民の意識啓発

■■蕊j蕊■露Ｊ１簿山
１６年度中に県内の

全戸に配布

■この－冊で地震の

起こるしくみから地震

への備えについて解

説

■機会ある毎に家庭
での備えや､地域、

学校などで行う防災

教育で活用■穰蕊Hii蕊i蕊ｉ
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一方，南海地震に必ず遭遇するであろう，そのときには応急・復旧の中核を担う児童生徒に対する

教育こそ重要で，息長<続ける必要がある．そのため、沿岸２５市町村において、平成１５年度から３

年間防災教育モデル事業を行っており，これまでの２年間で１６の市と町の２４のモデル校で実施した．

１８年度からは，これらの成果を踏まえて，県内全てで本格的な防災教育に取り組むこととしている．

５２．県民の意識や備えの現状

東南海・南海地震で甚大な被害を被る三重，和歌山徳島，高知の４県では，１６年６月に協議会を

設置し，共通する課題の企画や国に対する要望活動など連携した取り組みを行っている．本年３月公

表した４県県民意識調査では，４県県民の東南海・南海地震及び津波に対する認識，防災対策の実施

状況，県・市町村への要望には大きな違いが見られないが，地震防災対策の先進県である静岡県と比

較した場合，その取り組み状況は大きく立ち遅れているという結果になっている．４県のなかでは，

本県が地震，津波に対する県民の意識が相対的に最も低いことが判明した．

「ゆれたら｣，「とにかく」，「走って｣，「６時間｣．

大きな揺れを感じたら，何をさておいても高いところへ避難しましょう！車はかえって危険です．

南海地震の津波は６時間ぐらい繰り返して襲ってきますので、安全が確認できるまで危険な場所には

近づかないようにしましょう！

これが県民に対し、津波から逃げる原則だと県民に言ってきたフレーズであるが，強い揺れが収ま

ったらすぐに避難するという認識は浸透していない．

津波避難のタイミング意識に関する調査を

図－１に示す．今まで経験したことがない揺

れがあった場合の行動についての質問に対し

て，本県では「揺れが収まったらすぐに避難

する」という正解はわずか３害I|に過ぎず，「津

波警報｣が発令されてから，「近所の人の呼び

かけで｣，「避難指示」が出されてからという

認識で，それでも様子を見るあるいは無回答

が１９％にものぼる．これまで，非常に長く続

く激しい揺れがあったら,それは南海地震で，

その後には直ぐ゛に非常に高い津波が襲ってく

るので，揺れが収まったら，直ちに近くの高

(図－１）
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出典｢4県共同地孟･津波県民意孟■五結果」

るので，揺れが収まったら，直ちに近くの高台に避難しなければならない，と機会がある度に啓発し

てきたが，まだまだ浸透していない．また，自分が住んでいる地域に自主防災組織があるかどうかに

ついてさえ承知していない．防災訓練への参加状況も４県平均でも２割に過ぎず，なかでも住民が主

体となって行う訓練の参加率は４％，本県は３％と一番低い．これらの実態は，啓発の取り組みがま

だまだ十分でないことを示しており，解決すべき課題を明らかにした．

この県民意識調査は，３年おきに実施することとしており，今回の調査結果を踏まえ，県民の意識

や県民自らの備えの進み具合を追跡しながら，防災対策の企画･実施･評価に活かしていきたい．

6．津波から逃げる対策

６．１．自主防災組織の育成と津波避難計画の作成

津波からの避難には，津波の浸水が予想される地域地域での，先ずは津波避難計画を作成すること
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が必須となる．避難計画は，地域の住民が主体的に市町村とともに，実際に地域を歩き，一体となっ

て作成しなければ具体的な計画になり得ない．また,作成した計画に従って訓練を実施し,検証して，

計画に再度反映させるなど，より実践的な計画にすることが大切である．自主防災組織を中心とした

地域の取り組みが重要である由縁である．そのため，本県では平成１９年度までに，津波の浸水が予

想される全ての地域で，計画を作成する受けmとしての自主防災組織を立ち上げることを目標に取り

組みを進めている．しかしながら，自主防災組織の組織率は本年４月１日現在で，34.1％と全国平均

を大きく下回っている．沿岸部ではさらに低く，32.8％という組織率である．

一方，並行して進めるべき津波避難計画の作成状況は，自主防災組織の組織率が示すように，更に

低位にある．作成済みの津波避難計画の内容についても，避難場所の指定や避難経路の整備など，決

して十分とはいえない

高知県はこれまで，台風の常襲県としてたびたび風水害に見舞われてきた．台風，高波などの風水

害に対しては，堤防の建設や補強，排水機場の整備，急傾斜地対策などハード対策を営々と行ってき

て，災害に強い県士を築いてきた．一方，県民は風水害に対する備えや，避難の意識をしっかり醸成

してきたといえる．また，これまでは自主防災組織という形がなくとも，地域のコミュニティーが自

然とその役割を果たしてきたところである．しかし，高齢化や過疎化の進展は，コミュニティーの弱

体を進め，南海地震が発生するであろう将来，高知県は極めて厳しい高齢社会になると予想される．

６２．過疎と高齢社会の予測

本県で昨年度とりまとめた「人口減少，少子･高齢社会の展望」では，４半世紀後２０３０年の高知県

の人口は昭和初期の水準となり，県人口は２０００年の８１万４千人から７０万６千人前後に減少すると

（１）疽知県の人ロの推移

①２０ｓｏ年には昭和初期の水｡Eとなる高知県の人□

【国葱'－１－１人口の艮回的支■】匡烹、

予測されている．減少の中心は１５歳以上６５歳未満の

人口（約１２万人が減少し，約４分の３に)，１５才未

満の人口（約３万５千人減少、約３分の２に）になる

と見込まれている．その結果，６５歳以上の老齢人口の

比率は，２０００年の２３％程度から３４％に上昇する一方

で（４万６千人増加し，約２４万人に)，１５歳から６５

歳未満の人口比率は６３％程度から５５％程度に低下す

ると予測される．また，圏域別人口の将来動向を見る
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と，県中央部の高知市都市圏（2000年現在で，５３．５万人，65.8％）以外の人口は急激に減少し，２０００

年の２８万人弱から２０３０年には約１０万人減の１８万人程度となる．その結果，２０３０年には県士面積

の６分の１の高知市都市圏に県人口の４分の３が集中し，さらに県士の過疎化が進展し，特に高知市

都市圏域外の地域で急激に少子･高齢化が進む．

①進む－種集中

【図表【－２－１地域劇将来人口の予測(爽知市都市田･それ以外)】
災害時に支援が必要な障害者，高齢者など

を如何に安全に避難させるかが、津波避難に

おける最も困難且つ重要な問題であるが，過

疎化と高齢化がますます進展するなかで，そ

れぞれの地域において，実体のある自主防災

組織の育成を可及的速やかに進めなければな

らない．
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６‐３．目標に向けた今後の取り組み

昨年１０月発生した新潟中越地震や年末のスマトラ島沖地震，また今年３月の福岡西方沖地震など

の発生により県民の地震に対する関心が高まっており，なかでもインド洋大津波の映像は，津波の破

壊力や被害の凄まじさをまざまざと見せつけた．これまで以上に津波に対する備えが重要であるとの

意識が高まっている．

本年６月公表した津波の遡上シミュレーション結果は，具体的な浸水の深さや津波の到達する時間

など，より詳細な`情報を提供するもので，津波の浸水が予想される地域ごとにこれを活用し，住民が

市町村の担当職員と現地を実際に歩いてもらい，具体的な津波避難計画を作成させる契機としたいと

考えている．

その際、本調査が想定した地震規模は，安政南海地震（Ｍ8.4程度）としているが，次に発生する

津波がこれを上回ることも考えられるので，津波避難計画やハザードマップの作成にあたっては，過

去の津波の痕跡高さや地形地物を考慮し，さらに浸水予測区域外にバッファゾーンも設定するなどの

配慮も求めている．そのため，具体的なハザードマップの作成方法を新たに示すなど「市町村津波避

難計画の策定指針」を見直すなかで，地域と市町村の取り組みを積極的に支援する．

また，これまで県は「みんなで備える防災総合補助金」を活用して自主防災組織の育成をはじめ地

域の防災力向上に努めてきた．１９年度末までに津波浸水が予想される全ての地域で自主防災組織を立

ち上げるために，未組織地域の町内会長や自治会長などの地域リーダーに対する研修を市町村と共同

で開催する．また、本年度からは県内一斉の自主防災組織主体の訓練を実施することにしており、こ

れらを契機として組織化のスピードアップを促すことにしている．

６－４．地域での取り組みと見えてきた課題

避難計画の作成については，全般にまだまだ遅れてはいるが，これまで県内では，地域の住民によ

る先進的な取り組みが行われてきた．

県中央部高知市の西にある土佐市宇佐町では，

過去の南海地震では，津波により亡所となるなど

の大きな被害を受けてきた．その地区の一部約

100世帯，２７０人の集落で，住民自らが土地を購

入し，避難路や避難公園を整備する取り組みを行

っている．また，高知市の浦戸湾の入り口では，

６メートル程度の津波が予想されるが，この浦戸

地区では，住民と行政の粘り強い活動により，避

難路・避難場所が整備され，その取り組みは，高

知県における模範事例として知られている．

一方，浦戸湾を挟んで対岸の種崎，三里地区でも，

自主防災組織の取り組み

■鞍
＋テ

・土佐市宇佐町旭町地区

・津波避難公園整備の例

土佐市の南東部の海岸沿いに

位置する約100世帯,約270人の
集落で,津波が襲来するとそのＩｉ

目Ｎｒ－ＡＵｂ伏扇.戈~マテ.･月乃句兀:ｂⅢ.と【紗.■宙

集落で,津波が襲来するとそのほ

とんどが浸水する地域である。

そこで,地域の人々が主体となっ

て,津波避難公園を整備した。

●

一方，浦戸湾を挟んで対岸の種崎，三里地区でも，同様の取り組みが真蟄に行われてきたが，この

地域では，津波避難に適した高台がなく，津波からの避難に大きな障害になっている．こうした地域

では，耐震性のあるビルを津波避難ピルとして活用することが考えられる．この種崎地区では，立地

する社会福祉法人の好意により，鉄骨鉄筋コンクリート造り３階建ての建物に外付け階段が設置され，

屋上に約500人の地区の人たちがいざというときに避難できる場所を確保することができた．しかし，

この建物だけでは，地域全住民の避難場所の確保はできず，更なる津波避難ビルの確保が課題である

が，適当な建物がない中で対策に苦慮しているのが現状である．解決策として，地区にある消防屯所

－７１－

Yamazaki
画像



の建替えを行い，集会所機能を持たせて普段の利活用に生かす一方，地震発生時には津波避難場所や

備蓄倉庫として利用する案がある．しかし，建設には多額の経費が必要であり，三位一体改革のなか

で，自治体の財政事'情が極めて厳しいことが障害となっている．

こうした，避難に適する高台がない地域が多くあることが，取り組みが進むなかで明らかになって

きた．本年６月１０日内閣府から公表された「津波避難ビルに係るガイドライン」を基本として，地

域の実情を加味しながら，対策を進めていくこの際，公共の建物を津波避難ビルとして活用するこ

とは当然だが，民間のピルを指定する際に，所有者や管理者の協力を得るための誘導策を大きな枠組

みのなかで考えるべきである．

津波避難を迅速に，また円滑に行うことが人的被害の軽減に最も効果的なことから，津波浸水地域

からの避難路や避難場所(施設)の整備については，これを一体的に，且つ総合的に推進できる制度が

望まれる．特に，避難困難地における避難をどうするかが，今後の最も大きな課題であり，ガイドラ

インに沿った避難ピルの指定や新設などの対策を着実に実行できる支援策を国に要望したい．

７．地盤の沈降

過去に発生した南海地震では，須崎市，高知市など県

中央部の地盤が沈降し、室戸岬や足摺岬の両端が隆起す

る現象が起こることが知られている.沈降したところは，

早い時間で一定回復し,その後は徐々に隆起を続けるが，

もとに回復する前に再び次の南海地震が発生する．

FitchandScholz,1971を高知大学理学部
岡村教授改変

写真は，昭和２１年１２月２１日の昭和南海地震により，水没した県都高知市と現在の市街地の状況

を対比したものである．最終防潮ラインが機能した場合(開口部は開）でも浸水する地域は15.5ｋ㎡，

逆に機能しない場合には25.1ｋ㎡の市街地が水没

すると予測されている．少なく見積もっても１ｏ

万人を超える市民と資産が一定期間水の下になる．

幸い,浦戸湾は湾中央部の孕地区で狭まっており，

湾口の６メートルの津波は，３メートル程度とな

り，津波の流速も落ち，浸水する時間も遅くなる

と予測されている．しかし，失われる多くの生命

や資産はもとより，大量の避難者対策をどうする

か大きな問題である．

いずれにしても,水門は耐震化を図つたうえで，

長期浸水対策

ゼロメートル地帯を抱える高知市では､地盤沈下による

長期浸水対策が必要となる

く現在の高知市＞窩知市棉低
蕊灘灘灘灘騨織灘溌繊蟻騨蕊灘蕊鍵蕊溌蕊蕊辮繍灘繍騨織繍瀞蕊禰溌浮

自動化や遠隔操作化を実現する必要があり，高潮対策で整備された５つの大規模な水門については，

耐震化と自動化を実施中である．また，陸間など閉めるべき開口部は，地域住民との協議のなかで平

素から閉める管理に切り替えたい.更に護岸や堤防の機能が一定保全される耐震化対策が必要である．

このように，海溝型地震により県都が沈降し，都市機能が麻痙し，多くの市民が被災する事態は深

刻で，この重い課題については庁内に検討チームを設置し，研究を始めている．
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８．おわりに

高知県の南海地震対策は緒についたばかりで，ソフト対策を優先する中で，主に予防対策を中心に

対策を実施してきたが，応急対策や復旧対策など課題は山積している．一方，ソフト対策は今後も南

海地震対策の中枢を占めるが，住宅や建物の耐震化や津波避難路・避難場所の整備などのハード対策

こそ人的被害を少なくする効果が大きい．今後は，財政状況が厳しい中にはあるが，息の長い啓発や

防災教育などソフト対策を優先しながらも，効果的なハード対策に取り組まなければならない．南海

地震を始め海溝型の巨大地震は確実に発生し，その被害は甚大で，広域に及ぶ国家的災害である．そ

うだとすれば，人的被害はもとより，復旧復興に係る物的被害を思えば，予め予防対策に多くを投資

し，減災につなげることこそ効果的である．南海地震対策を国家的プロジェクトとして位置付け，地

方と連携した国のリーダーシップの具体的な発揮を望みたい．
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■午後の部「討論」

●司会（渡辺）私は海洋音響学会所属で日本海洋工学会運営委員の渡辺です。午後の３件の

講演につきまして、今から討論に入りたいと思います。それでは皆様、ご質問ご意見をお願い

致します。

●国富（JFE）現在はJFEの国富です。まず一つ、ＧＰＳの津波のシステムは非常に有効だと思

いまして私は感心しているのですが、お聞きしたいのはちょうど台風が来て非常にいいタイミ

ングで計測されています。最大波高を３０メートル、有義波高を１５．６メートルですか、計画さ

れていますが、１５．６メートルぐらいとなりますとアンカーで支えているブイはどういう状態に

なってしまうのでしょうか。これは潜ってしまうのですか。そういうことはないのですか。そ

れが－つです。

それから高知県の津波対策ですが､いちばん恐ろしい県ではないかなと私は思っております。

というのは、南海地震がもし起きたら高知湾は完全な津波の巣であって、それがもろに高知に

いくと思われます。今のハザードマップを見ると非常に狭い範囲というか、非常に厳格に河)|｜

の修理を示されているようですが、もう少し奥域まで直接津波が押し寄せる可能性があるので

はないかという気がしているのです。だいたいどういう津波をあそこで想定するかわかりませ

んが、時間の許す限り、どんな高さの津波が来たらどうなるというのはもう少し研究したらい

いのではないかなと思います。おこがましいですが、高知県の方の津波に対する恐'怖心が何か

私は足りないような感じがします。以上です。

●司会（渡辺）それでは寺田先生お願いします。

●寺田横に書かせていただいた数字は設計の条件です。係留は１５０トンの鋼製のアンカーを

下ろしており、その条件下でも引っ張られて動かない状況を作っています。それからチェーン

でのアンカーリングですが、海底を１００メートルはわせています。立ち上がり部分が１００メー

トルです｡傾斜も１５度ぐらいになるようにというシミュレーションをあらかじめやって、最大

波高３０メートルでも問題なく計測が続けられるという条件を確認したという、その条件です。

●楠瀬先ほど説明しました津波の補完調査ですが、私どもとしては本県の行った調査は最も

優れた部類の中の－つだと自負しています。というのは、－つひとつのメッシュは基本的に５０

メートルとし、開口部については必要に応じてその半分の２５メートルとか12.5メートルまで

細分化しています。海岸の最終防潮ラインの施設については各河川とか海岸、港湾の台帳をも

とにしてそれぞれ現場を踏査しています｡基になるのは国土地理院や海上保安庁の地図ですが、

国士交通省が行ったもっと詳しい２メートルまでわかる調査データがあります。実施している

ところはそういった数値データも活用して調査を行っているので、今考える限りでは最も優れ

たものではないかと自負しています。

ただ、先ほど示した津波浸水予測図については、安政南海が必ず来るということではありま

せんし、一つのモデルですので、あれを基本にしながらも例えば避難計画を作る時には、過去

の津波の痕跡高を参考にしながら、浸水予測地域の外側へバッファーゾーンを、これは糊しろ
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といいますかそういったものを設けて、住民の皆さんには現場を歩いていただいたうえで避難

対象区域を決めていただきたいと考えています。浸水予測図はあくまでも基礎としながら、地

域ごとでハザードマップを作る際には、安政南海より大きい津波が来るということも含めて想

定しながら取り組んでくださいという話をしています。

高知は津波に対して鈍感ではないかというお話でしたが、冒頭にいいましたように私どもの

被害想定ですと7,000人という数字の死者が出るということになっていますので、これをいか

に減らすかが私どものいちばん大きな課題です。県民の皆さんには自助の取組、あるいは地域

の共助の取組を進めていただく一方で、私どもはそういった方々を支援する。一方では私ども

ができる公助の部分はしっかりやっていきたいと思っています。ただ残念ながら今いちばん問

題なのが財政の乏しさです。これがいちばん大きなネックになっているのは事実です。

●国富（JFE）ご説明にもありましたが、高知市の地形からいって奥域の方が水が溜まって浸

水期間が長くなる、これは非常に困ると思うのですが、このへんはどうなのですか。

●楠瀬高知市の市街地の部分は『土佐日記」の時代には一つの大きな湾でした。鏡川や国分

川等いろいろな河)||が運んできた堆積士でできた平野です。ゼロメートル地帯も非常に多いの

で、そういったところへ1メートルとも２メートルともいわれる沈降が起こって堤防が破堤し

ますと瞬時に浸水するということがありますので、そういったことがないような取組が大事で

す。特に県都ですので、この県都の都市機能を麻痩させるようなことは決してしてはなりませ

んから、いちばん重要な課題として取り組んでいきたいと思っています。

●国富（JFE）ありがとうございました。

●高石高石と申します。津波に対する危険性の認識が足りないのではないかというお話があ

るわけですが、私はやはり津波というのは経験している人が非常に少ない、たぶんここにいら

っしゃる皆さんは津波で足下を洗われたとか目撃したとかいう方は誰もいらっしゃらないので

はないかという気がするのです｡しかし高知などでは南海地震の昭和２０年頃に津波を体験した

人がたくさんまだいらっしゃるのではないかと思うのです。実際にそういう体験をした方の体

験談といいますか、どういうふうな危険`性があって自分はどうして助かったのだという体験を

現在未体験の人に伝えるということも大事ではないかと思います。私も小説で三陸沖の津波の

話を読んだだけです。直接にその体験した人からの体験談というのはたぶん集めていらっしゃ

ると思うのですが、そういうのを他の人が体験するのと同じぐらいに読める機会があればいい

のではないかと思います。

●楠瀬高知県では昭和２１年に南海地震が起こり、その後２年ぐらいのあいだの取組とか県民

の皆さんの意見、あるいは大学の先生方が調査団で高知へ入られた調査報告、そういったもの

を「南海大震災誌」として冊子にまとめたものがあります。それを今回復刻して県下１５１カ所

の南海地震』情報コーナーに、例えば役場や公民館、県の出先機関に展示して県民の皆様身近な

ところで学んでいただきたいという取組事例もあります。おっしゃるように津波の体験をロづ

てに聞くというのは非常に大事なことでございますので、それも取り組んでいきたいと思いま
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す。

今回、スマトラのインド洋津波の映像は県民の皆さんの目に触れることになりましたので、

あれがいちばんインパクトのある映像ではないかと思います。したがって浸水深図についても

５０センチ、ひざまでの高さ、５０センチから１メートル、胸までの高さ、あるいは１メートルか

ら２メートル､これは木造家屋が倒壊を始める高さです｡それから２メートルから５メートル、

あるいは５メートル以上ということで５段階に区別しながら、県民の皆さんにもそういった情

報を提供させていただいています。

●西畑（五洋建設）五洋建設の西畑と申します。高知県のソフト対策でちょっとお聞きした

いのですが、過疎地の高齢者対策で何かしなければならないということがあると思います。高

齢者が避難するのは歩く早さが遅いと思うので、普通のハザードマップを整備したときにどれ

くらいの早さで津波から逃れられるかというのをかなり危険側にみておかなければならないと

思うのですが、そうした過疎地、特に高齢者が多いところで対策として県でやっていること、

あるいは今後やられること、例えば避難所の数を増やすとか、急傾斜地に避難路を何か整備す

るとか、そういう方策がありましたら教えていただけないでしょうか。

●楠瀬歩行速度については国の方で１秒１メートルとか一定基準を示しています。ただ高知

県の中の取組として、西の方に上ノ加江という漁港がありまして、そこをモデルに津波の避難

についての調査を行いました。その際に住民の皆さんにご協力いただいて子どもさんからお年

寄りまで、あるいは瓦礫の上を実際に歩いていただいて計測した事例があります。確かそれで

避難速度は安全側をとって0.743メートルにしようといったような調査結果が出ています。そ

ういった取組もやっています。

山間部についても孤立であるとか河道閉塞、あるいは士砂害というのが発生することが予想

されます。現在は沿岸部を重点的にやっているわけですが、決して山間部をおろそかにしてい

るわけではありません。山間部でも同じようなそういった状況があるので並行して進めていき

たいと思っています。

その際、ただ急傾斜対策ということになると、どの部分は地震の揺れで崩れるのかというの

はなかなかわかりません。どこをやればいいというのはわかりませんし、南海地震対策で進め

るというよりも、高知県は台風の常襲地帯ですので、通常のそういった風水害対策についても

しっかりやっておりますが、その対策を進めることがひいては南海地震対策につながるのでは

ないかという取組をしているところです。今後も中山間部の孤立とか高齢者など災害時要援護

者対策については重点的にまた取り組んでいくつもりです。

●司会（渡辺）台風もそうですが高知県は毎回毎回ニュースごとに自然災害で名前が一番よ

く出てくるような気がするので、逆にそれが台風と同程度に思われてしまっている節も逆にあ

るのではないかという変な気もあるのです。先ほどの質問の中にも出ていましたように、全然

異質のものです。午前のお話でもありましたように、適当な分布をもちながら被害者が増える

のではなくて、ｌかｏかというような災害ですので、根本的にその対策の仕方を変えねばなら

ないものだと認識しています。今日はそれを新たにわれわれは認識したことになろうかと思い

ますが、そういう視点から見るといろいろなハードウェア、ソフトウェアの設計の仕方という
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のも変わってくるのではないかと思っています。

今日の午後の三つのご講演はそれぞれ対策ということを前提においていろいろお話をしてい

ただいていますが、高知県の方にやや興味が集中していますが、全般にわたって他にご質問は

ございませんでしょうか。

●藤井（アイ・エヌ・エー）アイ・エヌ・エーの藤井と申します。寺田先生にお伺いします。

GPS津波計についてリアルタイムで津波を観測できるというのは理解できたのですが、観測結

果を見て、津波が来たなというのはすぐわかると思うのですが、それが本当にリアルタイムの

段階で、これぐらい上がってくると津波だなというような判断基準みたいなものが何かあるの

かどうか、そういうところをお伺いします。あとスーパーナウファス構想の中で沖ノ鳥島のと

ころにも設置地点を置かれているのですが、沖ノ鳥島は島から少し離れるとかなり深いところ

に海底があると思うのです。ＧＰＳ津波計の制約条件として基地局からの距離が示されているの

ですが、大水深のところにも設置可能なのかどうかを教えていただければと思います。

●寺田まず、後の方の質問は私からお答えさせていただいて、先の質問は、共同研究者の永

井先生から津波の判定に関する部分はお答えさせていただきます。

まず設置に関して水深というのは基本的に問題ないと認識しています｡それは係留系の工夫、

浮体の工夫ということであって、技術的には対応が可能です。なぜ２０キロという制限を今の場

合入れているかというと、先ほどから何度かいっていますように、精度を保ったＧＰＳの測位を

やろうとすると、基地局の1情報をきちんと使わないといけない。基地局の情報というのは動い

ている測位対象の天空の状態が同じ状態であるということが－つの要件になります。それが衛

星の配置とか、上空の大気の水分量とか、電離層の影響とかそういうものによる誤差があまり

大きくならない距離です。それが制約条件で、設置における水深というようなことは現実では

問題となりません。

最初の質問については永井先生からお願いします。

●永井（港湾空港技術研究所）共同研究者である港湾空港技術研究所の永井です。今の寺田

さんのお話にちょっと補足させていただきますと、今までの海底設置式波高計でも沖合の津波

波形は観測することができます。今までの津波でいくつかの事例があるということは数年前の

海洋工学パネルでもお話したのですが､最大離岸距離２０キロメートルという制約はあるものの、

水深に基本的制約がないというのが、ＧＰＳ津波計測システムの特徴になります。というのは、

海底設置式波高計というのは海底にセンサーがあるわけですから、必ず貝殻とか海藻が生えて

きて定期的に掃除をする、メンテナンスをするという作業が必要になります。ところが海底の

センサーをメンテナンスするということになると人間が潜らなければいけませんので、そうし

た作業限界水深が水深５０メートルぐらいまでというのが一応の目安となっています｡それ以上

深いところにお金をたくさん使って何十キロも海底センサーを這わせて水圧センサーを置くこ

とはできるのですが、そのセンサーはメンテナンスをできなくなってしまうのです。センサー

が寿命になるとこのシステム全体、海底ケーブル全体を含めて使うことができない、メンテナ

ンスできないというのが今までの海底設置式の問題だったところを、このGPS津波計測システ

ムという新しい技術で、より深いところの津波をいち早くキャッチすることができるようにな
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ったということが－つの大きい特徴です。

それから観測結果からみた判断というところが非常に難しいところなのですが、午前中の今

村先生のお話でもありましたように､本当に巨大な地震津波ですと一つの津波の周期が４０分と

か５０分とかそういったオーダーになります。チリ地震津波では８０分以上というような周期が

検潮所のデータではありますが、昔観測されています。だとすると、たとえ２０キロ沖合のＧＰＳ

津波計で１０分前あるいは’５分前に津波波形をキャッチすることができたとしても、波高と周

期がわかるまで待っていられないのです｡いわゆる正確な波の観測情報を提供しようと思うと、

きちんと波の峰から谷までの高さを知ってはじめて波高という、それからゼロアップクロス、

ダウンクロスでもいいですが、そのポイントから次のゼロアップクラスの点までのポイントの

時間をきちんと測ってはじめてそれを周期という、そして波高と周期がわかった段階でこんな

波だということを発表する。これが今までの波浪観測の基本的な考え方だったわけですが、津

波観測の場合はこの発想を転換しないと、たとえ１０分とか１５分前にわかっても、３０，４０分経

たないと情報を発信しないというのでは防災としての意味が薄れてしまうという大きい問題が

あります。

そこで、これはまだスーパーナウファス構想の設計中の議論なのですが、完全な波浪情報、

波高と周期がわかる前の途中段階の情報をどうしても発信していかなければいけないだろうと

いうことを考えて、現在システムの設計に取り組んでいるところです。具体的にはローパスフ

ィルターというフィルターを通じることによって長周期成分波形を表示することができるわけ

ですが、そこで何らかの閾値といいますか、限界値を設定して、その閾値に上がっていっても

そうですし、下がっていってもそうですが、達したということが自動的に機械で判定し、そこ

の段階で何らかの津波の可能性があり、これだけ以上の津波が来たということを、自動的に発

信できるようなシステムにしようと考えているのです。

ではその閾値をどう設計するかということも問題でして、何しろまだ波高と周期がわからな

い段階ですから、周期がわからなければ沖から岸にどういうように津波が応答して、どういう

ように増幅しますというような増幅応答関数も本当はわからないわけです。ですからとりあえ

ず第一報というような形で考えるときは、しょうがないから二次元的に出される、いわゆる津

波の高さは水深の４分の１乗に逆比例するのだというようなグリーンの法則を仮定して、水深

の半分に津波が来ると砕破するというような仮定をすれば、最大津波波高が１メートルぐらい

になるのは水深２メートルで波高1メートルということになるので､例えば水深５０メートルぐ

らいのところならば閾値はだいたい４５センチぐらいになります｡これが水深200メートルぐら

いになると３０センチぐらいの閾値になるかと思います。このように、とりあえず二次元断面の

仮定によって閾値を設定して、まだピークがわかる前に、多少の幅はあるかもしれないがこれ

だけ以上の津波が来る可能`性があるということを、第一報として発信する。そのうえで４分の

１周期というか、第一波目の極値ですね。極大でも極小でもいいですが、上がっていた水位が

下がりはじめるということは検出できるので、そこの段階で第二報を発信する。そしてまた完

全にゼロアップクロスの１周期分の波が出た段階でその'情報を発信するというような段階が必

要だと考えています。

ちょうど午前中の束田さんのご講演の中で気象庁でも段階的な情報発信をしているのだとい

うお話がありましたけれど、これは情報を受ける側も最初から完壁な情報を求められると困り

ますので、わかった段階で、情報の幅はあるけれどもとりあえずこういう情報が出ているとい
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うことを段階的に発信していくというシステムを考えているところです。よろしいでしょう

か？

●司会（渡辺）ありがとうございました。非常に重要な問題で、いかに早く伝えるかという

ことと精度の問題、これはトレードオフに当然なるわけですが、今の場合はやはり速度優先と

いう形でいかねばならないと思います。今のＧＰＳの測定方法でやると非常に広い範囲で取れる

ので、今までの経験則と照らし合わせて、単に波高値がいくら上がったというだけでなくて、

二次元的、三次元的というか、他のデータベースとの組み合わせで精度を上げていく。それは

常に時間的に変動しながら精度も上がっていくというシステムを組むことも、今お聞きしてい

て可能ではないかと考えています。そうすると非常にダイナミックなシステムという形になる

ので、動いた状態で予想ができるという形も実現できるのではないかと思います。質問があれ

ばお願いいたします。

●松田（東海大学）東海大学の松田です。ご意見をお伺いしたいのはたぶん富田先生になる

のではないかと思うのですが、先ほど司会の方からお話がありましたように、ハードの面でい

わゆる津波防災の観点からすると、どういう構造物があるか、どういう構造物にすべきかとい

った問題があると思います。その辺のところのフィロソフィーというか、考え方に私は三つあ

るのではないかと思います。一つは、現在たぶん日本の大半がそうではないかと思いますが、

富田先生の資料にもありますように、津波防波堤、防潮堤、防潮水門といったような、いわゆ

る津波を押さえつけてしまうという防備です。もう一つは、午前の紹介にありましたハワイの

タイプの、あれも経験からきたものであって、いわゆる逃がすというタイプです。もう一つは、

何らかのものに犠牲になってもらってわれわれ人間というか環境が助かろうという、その最後

のものについての考え方があまりないように思います。

日本ではちょっとそれは無理かもしれないですが、今回のスマトラ津波、スマトラ地震とい

いますか、衛星画像を見てスマトラ島から４００キロばかり北にニコバル諸島があります。午前

に少しお話が出ましたが、あそこの湾のピフォー・アフターを見て、あそこの湾の中にマング

ローブが繁茂しています。マングローブの生えているところはもともと海なのです。潮間帯な

のですが、いわゆる水があるというのでそこには人間が住んでいない。しかしマングローブは

ある。それがアフターになりますとまったく消えてしまっているということなのです。その消

えたものはどうなったのか。陸に打ち上げられたのではなくて、水の中に沈んでしまったので

す｡沈んだのは水位が上がったからではなくて､根こそぎ抜かれて倒れているという状況です。

これはどういうことかというと、マングローブの根元というのはマングローブが土壌を作っ

ているので非常に微粒子の土壌です。ですから先ほどの砂流というか、流れによってすぐに巻

き上がってしまうわけです。そうすると根の厚さは１メートルぐらいですからすぐに倒れてし

まう。それが幸いというか、マングローブの木が倒れて、木の根っこが上にあがって抵抗にな

る｡さらにキヤノピーという樹冠の部分も倒れるから水の中に入ってこれも抵抗になる。その

範囲はかなり奥域がありますから陸地まで行かないで、その場にストップする。それが抵抗に

なって陸域を助けたというふうに解釈されるのです。

そういった方法はたぶん日本では無理ではないかと思うのですが、ああいうところだったら

できるのではないか。それについてどういうふうにお考えになるかということが－つです。そ
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れは結果次第なのですが、できれば実験をやってもらいたいのです。さらにその実験が成功す

るならば、午前の話でもありましたようにわれわれ日本はそういうところに援助の手を差し伸

べていかなければいけない立場にあると思うのです。そういうときに堤防を作るのも一つの方

法でしょうが、そういう方法でなくてそういうような方法もあるのだということを知っていた

だくということはいいことなのではないかと思うのですがいかがでしょうか。

●富田ありがとうございます。いわゆる植生などを利用した防災というお話だと思うのです

が、まさにそれが今回の被災国から求められているいちばん大きな対策として挙げられており

ます。もう一つは士地利用を変えてしまって例えば沿岸100メートルは禾Ⅱ用しないでそこから

撤退するのだという案もありますし、さらには植生を利用して津波を低減させたいというのが

あります。そういったことに関しては今までまったくやられていないわけではなく、例えば東

北大学の今村先生や私どもの研究所でも他のメンバーが木の保全といったらいいのでしょうか、

そういったモデルについてどういう津波低減効果があるのかというのを実験的に検討したこと

がありまして、また今回の被害を受けてまたそれをもう一度精度高くやっていこうという計画

があがっています。

確かに松田先生がおっしゃるように、それを日本でというとなかなか難しいところがあるか

と思います。確かに今日写真でもお見せしましたが、陸前高田に防潮林などはありますが、今

ないところにああいうものを作るというのはなかなか難しい状況があります。さらにこれまで

は確かに硬い構造物で防ぎとめるのだという形で国はどんどん進めてきましたが、自助･公助・

共助というふうにいわれてきています。要するに巨大津波に対しては、完全に防護することは

無理だというように発想が変わってきていて、さらに予算もないなかでハード対策を日本でも

なかなか進めづらいのかなという気がしております。それゆえに危険性をみんな認識して、い

ち早くまずは逃げましょうというのが今の考え方なのかと思っています。

もう一点は津波を逃がすというような、いわゆるピロティー形式の建物、そういったものも

当然ありまして、講演の中でも話しましたけれども避難所としてそういったものが各地で作ら

れつつあります。ただ、日本では当然大きな地震もありますのでそのへんは耐震性との兼ね合

いで作っていくというのが重要な課題になっていますけれども、少なくともそういったものは

いくつか進んできているというところかと思います。

いずれにしても、硬いものでバーンと防ぎとめるというのはなかなか難しいというのがみん

なの認識になってきて、それこそ植生や、要するに利用できるものは何でも利用しようじやな

いかというのが今の考えだと思います。

●榊山（電力中央研究所）電力中央研究所の榊山と申します。今の議論の中で植生が津波に

対して有効ではないかというお話があったのですが、－つ議論に出てなかったのは、逆に植生

が人間にとっては危険になる場合という話がありますので、それをちょっと話しておきます。

津波によって木が折れた場合について、今度は人に対して殺人の武器になるということがあり

ます。私は午前中の都司先生と一緒にバンダアチェに一緒に調査に行ったのですが、西海岸に

はたくさんの木がありまして、現地調査をしながら一緒に行った秋田大学の松冨さんとそうい

う話をしました。松冨さんはタイにも調査に行かれて、タイでは植生によって効果があったと

半U断されるところもあるという話をされていましたが、津波の大きさによっては逆に人に危害
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を加えることになるので、一概には有効だということはいえないと思います。そういうことを

ちょっと付け加えさせていただきたいと思います。

●司会（渡辺）ありがとうございました。非常に難しい問題だと思います。富田先生のとこ

ろで５０センチの堤防ではちょっとまだ不足だという議論がお話の中にあったと思いますが､防

波堤というのは結局波を一旦防ぐと同時に時間をかせぐという二面性があって、それは結局人

間の行動学や心理学等その辺のところでどれだけのゆとりがあれば結果として助かるというも

のとのリンクもまたあるのではないかと思います。逆に人工物で防ぐとしたらどれぐらいの規

模の、本当のガチガチのハードで防ぐとしたらどういうようなものなら理想的なのか。理想は

無限大なのですが、最低これだけあればいいよというそういう指針ぐらいは出せるのか、まだ

そこはなかなかという時点なのか、そのへんのご判断はいかがなものでしょうか。

●富田なかなか答えるのが難しいのかもしれないのですが、少なくとも津波というものに対

しては、普通の台風の高波とは違って、波消しブロックを置いてエネルギーを消して低減させ

るということはできないので、やはり高さで守るしか基本的にはありません。そうした時には

海岸に来る津波よりも高い構造物が必要になってきます。完全に防ぎとめようとしたらそれし

かありません。そうすると高い建物はそれだけ土台も大きくなりますから、なかなか日本の沿

岸事情の中では難しいというのが現状なのかというのが－点です。

さらに対象津波を何にするかということになると思うのです。例えば今日、高知県では昭和

南海を設定して、いろいろ被害を調べているという話があったと思います。要するに何を対象

にするのか｡それに対しては完全に守れるのだが､違うもっと大きい波がくれば超えてしまう。

今回スマトラでもマグニチュード８位の地震は３０年とか４０年ぐらいで起こっているのだが、

9.3というのは今回初めてということで、そういうこともありうるので、必ずしも想定の津波

に合わせて高いものを作ったとしてもそれは決して完壁ではなくて、その辺が非常に難しい。

私が最初にこれは難しい答えだといったのはそういうことなのです。

●司会（渡辺）ありがとうございます。確かに想定がどのレベルであるかによってどうしよ

うもない部分もあるのですが、一般的なものとしてはどれぐらい、あるいは最低というのは、

エンジニアリングの立場からしますと設計のベースがほしいというところに最終的にはなって

くるのではないかと思っています。他にご質問はいかがでしょうか。

●前田（日本大学）日本大学の前田です。質問ということではないのですが、先ほどGPSを

利用した実用的なブイの津波計が開発されたということで、すばらしいと敬意を表したいと思

います。それに関連して永井先生が海底に置かれたものよりも水深によらずブイでつながれて

いるというので、それはすばらしいと思うのですが、ただ、ブイの場合は位置保持に関して、

津波の場合ですとあまり水深が深いところに置かれないのかもしれませんが、JAMSTECでは深

いところで計測するブイを開発しています。一つは黒潮続流といいますか、それを計測するの

で中緯度の海域に設置したブイが流速が速いため走錨を起こしているのです。もう一つはイン

ド洋の緯度０度のところです。インド洋は海洋計測事例が少ないですからそこに設置したもの

もやはり位置保持が難しいことになりました。それは流速の問題です。意外と深いところまで
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結構な流速があるのです。

それでブイが走錨を始めると何が問題かというと、日本の周りには結構海底ケーブルが走っ

ているので、それを引っ掛けて事故を起こしたら大変だということがあります。絶対にどんな

潮流でも、黒潮なんて非常に速いですからそれでも走錨に耐えられるようにしようとすると、

ケーブルを傷つけないようにするためにはコストの問題がかかってきます。

ですから意外と場所によって気をつけないと、ブイの場合は位置保持がときには問題を起こ

す場合があるということです。津波の計測としてはそういう深いところをあまり触らないかも

しれませんが、そういう事例もあったということだけ付け加えさせていただきます。

●寺田どうもありがとうございます。今後の設計の時に十分に留意したいと思います。

●司会（渡辺）他はいかがでしょうか。そろそろ時間が来ておりますが、今日は－日スマト

ラ沖地震の実例に始まって、最後に主題として、いちばん近いところで今どこまでなっている

かという現実のデータが出てきたと考えています。これをもとに各位におかれまして、また皆

様の職場におかれまして対策について考えていかねばならないと思います。これはこの国に生

まれた者の宿命だと思っています。長時間にわたりまして熱心にご議論いただきましてありが

とうございます。最後に午後の部の講師の３人の先生方に拍手で感謝を述べたいと思います。

ご賛同よろしくお願いします。ありがとうございました。
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挨拶会閉

日本海洋工学会

副会長遠藤茂勝

日本海洋工学会副会長の遠藤です。今回、スマトラ沖地震・津波に学ぶということで、

今日はいろいろなお話を頂きました。何しろ２０数万人という非常に大きな数の人命を失

い、またそれに伴う多くの財産を失ないました。このような実態はマスコミの報道を通し

て知るしかないのですが、これらの話題を議論していく過程で、マスコミでは報道できな

いような非常に悲I惨な現実があるということも認識しました。その意味では我が国で起き

たことではありませんが、人類が受けた経験を何とか生かさなければという立場から、特

に海洋を研究、あるいは活動の対象としている日本海洋工学会として十分な議論をし、い

ろいろな検討をしておく事について意義があるだろうということから、本日のテーマとな

りました。今回のパネルに当って大変遠方からもお越し頂き、いろいろな'情報を提供して

頂いた各講師の皆様方には本当にありがとうございました。

今日はおかげさまで110名以上の方々のご出席を頂きました。いつもご来場を頂き盛会

に開催することができています。次回についても既に検討しており、できるだけ早い時期

に情報を提供していきたいと思っています。この会は１月と７月に開催することにしてい

ますので、次回は１月下旬を予定しています。そのときには新たな課題を提起したいと思

っています。ぜひまたご参加頂きたいと思っております。

最後になりましたが、長時間ありがとうございました。また、講師の方々、議論に参加

して頂いた方々、ご出席頂いた方々に最後に拍手をもって終わりにしたいと思います。ど

うもありがとうございました。
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